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　このたび、本年 12 月 1 日をもちまして、当機構の理事長に就任いたしました。

鈴木前理事長の退任後、田中専務理事が担当していた業務に、微力ではありますが

専心誠意取り組むつもりでおります。前任者と同様、皆様よりご指導ご鞭撻を賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。

　昨今、次世代自動車、次世代道路に各方面から以前にも増して強い関心が寄せら

れております。これからのモビリティ社会を担う先端としての大きな期待の表れだ

と考えられます。時代のニーズに的確に応えねばならないことの社会的重要性を痛

感しております。

　道路をより効率的に整備、活用するに当たってＩＴＳは先進的役割を果たしてお

ります。当機構はＩＴＳの推進、道路に関する新事業分野の各種調査・研究を鋭意

実施してまいりました。役職員一丸となり新たな気持ちで、これまで蓄積してきた

ノウハウを最大限に発揮し、これらを一層発展させてまいる所存です。その成果を

広く世界に向けて発信することも重要な使命であると考えております。

　皆様方のますますのご健勝を心からお祈り申し上げ、就任のご挨拶とさせていた

だきます。

平成 23 年 12 月

理事長　杉山　雅洋

就任のごあいさつ
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はじめに
　ITS分野の研究開発は日本・米国・欧州の３極が世界

をリードしており、今後の研究開発・実用化・普及促進

に向けては国際連携による推進が重要になります。国土

交通省道路局は、米国運輸省研究・革新技術庁（RITA）

と 2010 年 10 月に、欧州委員会情報社会・メディア総局

（DG-INFSO）と 2011 年 6 月に ITS 分野の協力に係る協

力覚書（MOC）を締結するなど、欧米を始めとする様々

な国と ITS分野の協調・協力活動を行っています。2011

年 10 月に米国オーランドで開催された ITS世界会議期

間中においても、米国、欧州委員会、中国、韓国の関係

部局との間で、二国間会議を行い、各国の ITS分野に関

する取り組み状況について情報・意見交換を行いました。

本稿では、道路局 ITS推進室及び国土技術政策総合研究

所が参加した各会議の成果をご紹介したいと思います。

日米二国間会議
　日米二国間会議は、10月 19日（水）に開催され、米国

側からは、Shelley Row課長（RITA）他が出席しました。

　日米では、交通分野における科学技術の協力の促進を

図ることを目的として日米科学協定を締結しております。

本協定に基づいて、年次会合の開催、技術情報の交換、

専門家の交流、等を実施し、日米における ITS の研究

開発動向について協力関係を築いて参りました。また、

平成 21 年からは、日米二国間会議の下に実務者レベル
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での意見交換等を目的とした日米 ITS タスクフォース

会議を設置し、議論を重ねてきました。昨年 10 月の協

力覚書（MOC）の締結をした際には、優先３分野「国

際標準」、「評価ツール・方法」、「プローブデータ」を特

定し、より詳細な議論を開始しております。今回の日米

二国間会議においては、そのうち「評価ツール・方法」

と「プローブデータ」の２分野において共同研究プロジ

ェクトを実施することを確認し、来年のウィーンでの

ITS 世界会議までにこれまでの活動についてとりまとめ

ることになりました。また、今後は、災害時の ITS の

活用について新たに情報交換テーマに追加することにつ

いても合意しました。

　最近の ITS 活動について情報交換を行った際に、日

本から、V2Vに関するマイルストーンは示されている

がV2I にはないのかという質問をしたところ、米国か

らは、V2I の安全及びモビリティのアプリケーションに

関してマイルストーンを検討しているが結論は出ていな

いこと、V2I 及び V2Vでデータ収集を検討していると

の回答がありました。また、米国では、次期交通法が定

まらず、現行法の延長を繰り返すなど、交通予算が不安

定・不確かな状況の中にあるということを踏まえて、日

本から、Connected Vehicle プロジェクトの進捗に影響

はないのかという質問をしたところ、米国からは、必要

額が満額来るという前提で研究計画を立てている、過去

の予算規模が今後も維持されるという前提である、ただ

し、議会が予算削減をした場合は大きな影響を受けると

の回答がありました。また、日本から高速道路の渋滞の

ITS世界会議

奥村　康博
国土交通省道路局道路交通管理課 ITS推進室　室長

第18回　ITS世界会議
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な進め方として、両国の関心事である協調システムに焦

点を当てること、特に協力分野として「プローブデータ」

を取り上げること、当面の目標として 2013 年の東京の

世界会議までに、これまでの活動についてとりまとめる

ことになりました。この議論の際、欧州委員会からは、

EV、ハイブリッド、高度に自動化された車両等のモビ

リティ、省エネについても日本の取り組み・活動に関心

があるという説明がありました。

　最近の ITS 活動にかかる情報交換を行った際に、日

本から、欧州で考える協調システムの定義の中に日本の

ITS スポットが含まれるのかという質問に対して、欧州

委員会から、ITS スポットも含まれるという回答があり

ました。なお、欧州委員会は、日本の ITS スポットサ

ービスの実展開に強い関心を有しており、ITS スポット

サービスの普及状況に関するDG-MOVEからの視察団

の日本訪問を検討している旨の説明があり、日本として

もこれを歓迎する旨回答しました。さらに、日本が関心

を持つ「評価ツール・方法」と「プローブデータ」、「国

際標準」について欧州委員会の意見をうかがったところ、

良い分野であり、特にプローブデータについては協力し

て研究していきたいという回答がありました。最後に、

来年のウィーンにおける ITS 世界会議への、道路局の

積極的な参加を確認し、閉会しました。

主要箇所となるサグ部において、交通流マネジメントに

ついて研究開発中であることを紹介した際に、米国から

は、アメリカでも「INFLO」というフリーウェイの交

通マネジメントの研究があり、担当者に情報を入れてほ

しいという要望がありました。

図２　V2V,V2I テストベッド

図１　日米タスクフォースの体制

日欧二国間会議
　日欧二国間会議は、10 月 18 日（火）に開催され、欧

州側からは、Juhani Jääskeläinen 課長（DG-INFSO）他

が出席しました。また、オブザーバとして、米国から

Jane Lappin 女史（RITA）が出席しました。

　日欧では、安全で効率的な道路交通を実現する ITS

の研究開発を効果的・効率的に進めることを目的に協力

関係を築いております。これまで日欧二国間会議におい

て、道路交通情報システム、自動料金収受システム、及

び走行支援システム等、ITS 分野に関する情報の交換を

行って参りました。今回の日欧二国間会議においては、

６月に結んだ日欧協力覚書（MOC）の締結後の具体的
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日中二国間会議
　日中二国間会議は、10 月 17 日に開催され、中国側か

らは、王笑京副院長（交通部公路科学研究院）他が出席

しました。

　日本側からは、日本の ITS に関する取り組み、ITS

の研究動向に関する情報提供を行いました。中国側から

は、ITS 新 5 カ年計画、ETCの最新状況に関する情報

提供がありました。日本が関心を持っていた中国の

ETCの通信方式の統一状況については、中国のETC

は統一規格であり、普及状況に関しては中国の 22 省で

サービスが開始され、カバー率は全高速道路の 80%に

及ぶものの、省間での決済システムが異なるため、一部

地域を除き、省間を越えた利用はできないとの説明でし

た。質疑では、今後の中国における ITS の発展のため

にも日本の経験を学びたいということで、中国側より

ITS スポットに関して、普及状況から通信方式まで多数

の質問を投げかけられ活発な議論が行われました。

4

図4　中国における ITSの５カ年計画

図5　中国におけるＥＴＣの現状

写真３　日中二国間会議全体写真

写真2　日欧二国間会議全体写真

写真1　日欧二国間会議の様子
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おわりに
　以上の ITS 世界会議期間中に実施された各国 ITS 関

係部局との会議により、国際協調の重要性を改めて実感

することができ、各国とより連携を深めることができた

と考えています。今後も、ITS 普及における課題に対し

て各国との情報交換を行い、協力関係を深めていくこと

で、ITS の研究開発・普及展開を進めていきたいと考え

ています。

6

日韓二国間会議
　日韓二国間会議は 10 月 18 日（火）に開催され、韓国

側からは、Na課長（国土交通海洋省 ITS・道路環境課）

他が出席しました。

　本会議は、日韓両国の ITS に対する取り組みについ

て情報交換することを目的としています。日本としては、

特に、韓国でのスマートホンを活用した ITS の進展に

ついて関心を持って会議に臨みました。韓国側からはス

マートホンを用いたアプリケーションに関して、詳しく

説明がありました。韓国で普及する 5000 万台の携帯電

話のうち、1000 万台がスマートホンであり、普及率は

20%に及ぶこと、既に多数の公共交通のアプリケーショ

ンが存在し、ツイッターや SNSといったソーシャルメ

ディアによる渋滞情報の共有も行われていることの説明

がありました。
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図6　韓国が考えるＩＴＳ分野の次のパラダイム

:

CDM

:

(Nomadic Device)
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写真４　日韓二国間会議全体写真
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１

はじめに
　米州、アジア太平洋地域、欧州の三極で、持ち回りで

開催される ITS 世界会議が、本年は米国・オーランド

で開催されました。第 18 回 ITS 世界会議の概要と会議

での当機構の活動などについて紹介します。

会議の概要
　会議の概要は次のとおりです。

・期間：2011 年 10 月 16 日（日）～ 20 日（木）

・会場： 米国・フロリダ州オーランド　オレンジカウン

ティ・コンベンションセンター

・テーマ：“Keeping the Economy Moving”

　　　　　　「経済を躍動させる ITS」

　参加国・地域数は 65 カ国・地域、参加者数は約 8,000

人でした。

1

2

２－１　開会式

　16 日午後の開会式に先立ち公式イベントとして

“Transportat ion and the Economy-Views from 

International Political Leaders”と称して、各国のリー

ダーによる公開討論会が開催され、約 150 名の聴衆が集

まりました。米国運輸省RITA（研究・革新技術局）の

Greg Winfree 局長代理の挨拶があり、フロリダ州運輸

局Ananth Prasad 長官の進行により、アルゼンチン、

オーストリア、中国、ドイツ、スウェーデン、米国の 6

カ国の交通行政のリーダーにより各国の ITS の取り組

み、課題等の情報交換が行われました。

写真２　公開討論会

　その後、開会式が 17:00 から行われ、主催者代表とし

て世界会議組織委員会の Patrick McGowan 委員長によ

り、開会の挨拶が行われました。今回の世界会議のテー

マが“Keeping the Economy Moving”であり、厳しい

経済状況の中で、ITS 技術が経済をより強くするという

話や今回の世界会議の主な内容を紹介されました。引き

濵田　達也
ITS・新道路創生本部

第18回　ITS世界会議オーランド2011

表１　過去の ITS 世界会議参加動向
2005

サンフランシスコ
2006

ロンドン
2007
北京

2008
ニューヨーク

2009
ストックホルム

2010
釜山

2011
オーランド

参加国数 55カ国 55カ国 46カ国 66カ国 64カ国 84カ国 65カ国

会議
参加者数

約 7,130 人 約 3,000 人 約 3,000 人 約 8,000 人 約 2,800 人 約 4,300 人 約 8,000 人

展示会
来場者数

約 7,000 人 約 40,000 人 約 6,250 人 約 38,700 人

出展数 123団体 243 団体 163 団体 307 団体 254 団体 213 団体 200 団体以上

写真１　会場外観
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交わされました。

　水曜日に行われたプレナリセッションⅡでは、当初プ

レナリセッションⅠで講演する予定であった米国運輸省

のRay LaHood 長官の基調講演から始まりました。

LaHood 長官は、安全が第一に優先される。全米の道路

インフラ（橋梁）の維持管理が不十分であるがその予算

審議が遅れていることに苦言を述べました。そして交通

関連事業による雇用の創出を訴えました。その後、

“Ingredients for Innovation to Keep the Economy 

Moving”「経済を躍動させる ITS 技術革新」をテーマ

として、世界で活躍されている民間部門のリーダーによ

り、議論が行われました。全米自動車協会のRobert L. 

Darbelnet 会長をモデレータに、Alcatel-Lucent 社の

Allison Cerra マーケティング広報部長、ITS-Japan の

渡邉浩之会長、Siemens ITS 部門 Hauke Jürgensen 

CEOがそれぞれ取り組みを紹介した後、Robert L. 

Darbelnet 会長の進行により議論が交わされました。

　渡邉会長は、東日本大震災でのプローブ情報を活用し

た通行可能情報提供の事例やEV等とスマートグリッド

による新たなエネルギーマネジメント体系の創出への取

り組みなどを紹介しました。最後に将来のモビリティに

続き、ゼネラルモータース（GM）のAlan Taub 副社長、

Telvent 社の Ignacio González-Domínguez CEO、米国

運輸省RITA（研究・革新技術局）のGreg Winfree 局

長代理、フロリダ州Rick Scott 知事によるウェルカム

スピーチが行われました。

　GMのTaub 副社長は、世界の人口増加にともない自

動車が増加し、駐車場や渋滞の問題が深刻化するという

中で、課題としてエネルギー、排気／排出、安全、渋滞、

受容性を挙げ、そのためのGMの取り組みとして水素

燃料電池車や電気自動車、安全の装置、路車協調による

自動走行などについて紹介されました。

　その後、“Hall of Fame”（功労賞）の表彰式が、ITS-

America の Abbas Mohaddes 会長の司会により行われ、

米国の元GMのWilliam M. Spreitzer 氏、スウェーデン

交通省のMonica Sundström氏、韓国交通システム研

究所のKeung- Whan Young 氏の３名の方が表彰され

ました。

　引き続き、日本経済産業省の黒田篤郎大臣官房審議官、

欧州委員会 DG INFSO（情報社会・メディア総局）の

Zoran Stančič 副局長によりウェルカムスピーチが行わ

れました。

２－２　プレナリセッション

　プレナリセッションは従来どおり２部構成で行われま

したが、今回は開会式翌日の 17 日（月）と中日の 19 日

（水）の２日に分けて行われました。

　月曜日に行われた プレナリセッションⅠは“National 

ITS Strategies： Spurring Economic Growth through 

High-Tech Transportation Solutions”「ITS 国家戦略」

をテーマとして、米州、アジア太平洋州、欧州の三極か

ら ITS の政策に関わるリーダーにより、経済成長につ

ながる ITS 戦略についての議論が行われました。フロ

リダ州運輸局のAnanth Prasad 長官をモデレータに、

初めに米国連邦議会下院交通インフラ委員会委員長の

John Mica 議員が基調講演を行いました。続いて、中国

ITS China の Zhongze Wu 会 長、 欧 州 委 員 会 DG 

MOVE（モビリティ・運輸総局）のFortis Karamitsos

局長、スウェーデン企業エネルギー省Catharina 

Elmsäter-Svärd インフラ担当大臣が各国の ITS 戦略を

紹介した後、Ananth Prasad 局長の進行により議論が

写真３　プレナリセッションⅠ

写真４　プレナリセッションⅡ
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分野にわたる技術論や政策論が議論されました。

（２）スペシャルインタレストセッション（SS）

　各地域の専門家が、研究あるいは実用化段階の ITS

に関する個別の技術や施策について議論を行うセッショ

ンで、81 セッションが開催されました。三極それぞれ

から ITS に関する特徴的なテーマについて発表が行わ

れ、各地域が重点的に取り組んでいる ITS 分野につい

て概観することができました。

（３ ）テクニカル／サイエンティフィックセッション

（TS）

　論文発表のセッションで一般論文のテクニカルペーパ

ーと学術性の高い論文のサイエンティフィックペーパー

の２種類のセッションからなり 137 セッションが設けら

れました。個別の ITS 技術開発や実用事例、あるいは

ITS 政策についての最新情報が数多く発表されていまし

た。

（４）インタラクティブセッション（IS）

　従来のポスターセッションに相当するセッションで

11 セッションが開催されました。前述のテクニカル／

サイエンティフィックセッションと合わせ、査読審査を

経た 692 編の論文（アジア・太平洋：217 論文、米国：

283 論文、欧州：192 論文）が発表され、この中から、

最終日の閉会式で６編の論文が優秀論文表彰を受けまし

た。

　セッションの傾向としては、昨年の釜山会議と同様に

スマートフォンの利用に関するセッションは人気があり

立ち見もありました。また政策に関するセッションも比

較的聴衆を集めており、多くの方が今後の ITS の動き

に着目しているのではないかと思われました。全体的に

は、30 ～ 40 人程度の参加者のセッションが多く見られ

ました。

ついて、馬を題材にして、印象深く述べられました。

２－３　セッション

　ITS 世界会議の中心的行事であるセッションは、前述

のプレナリセッションを含め 245 のセッションの開催が

予定されました。

（１）エグゼクティブセッション（ES）

　ITS に関する世界共通的なテーマについて、各国・地

域の立場から ITS の効果、問題、課題などを取り上げ、

政策や将来展望を議論するセッションで、15 セッショ

ンが開催されました。日本からは、経済産業省産業局の

井上悟志 ITS 推進室長が「次世代自動車と環境」のセ

ッション、日産自動車の福島正夫 IT＆ ITS 企画部エキ

スパートリーダーが「電気自動車の ITS」のセッション、

国土交通省道路局の奥村康博 ITS 推進室長が「三極の

ITS 連携」のセッション、総務省総合通信基盤局の谷口

宏樹新世代移動通信システム推進室課長補佐が「各国政

府間の協働の必要性」のセッション、国土交通省自動車

局の坂崎龍介国際業務室長が「世界的な安全」のセッシ

ョン、内閣官房ＩＴ担当室の中島睦晴企画官が「ITS 政

策の展開」のセッション、警察庁の福田守雄参事官が「交

通マネジメントの構想」のセッションで登壇し、幅広い

写真６　セッション

写真５　将来のモビリティ
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２－４　展示会

　17 日のプレナリセッションの後、展示会場前のロビ

ーで、リボンカットの開場式が行われました。リボンカ

ットには 19 名が参列し、米・欧・アジア太平洋の三極

を代表して Patrick McGowan ITS America 会 長、

Catharina Elmsäter-Svärd スウェーデン担当大臣、渡邉

浩之 ITS Japan 会長がリボンに鋏を入れました。

　展示会は、約 32,500㎡という広いスペースに、米国の企

業を中心に、例年並みの 200 を超える出展がありました。

　日本からは、各企業・団体の単独ブースを始め、ITS 

Japan および国土交通省、当機構、高速道路会社などの

道路グループ、東京都を含め 13 企業・団体が、統一ブ

ース（Japan Pavilion）を構成し出展しました。

　展示会場オープン後、Japan Pavilion でも、出展され

た企業、団体の代表者が参列し、テープカットの式典が

行われました。また、2013 年の東京での ITS 世界会議

の広報として、日本組織委員会により、ERTICO、ITS 

America、ITS Sweden などの代表者も参加し、鏡割り、

乾杯などのレセプションが行われました。

　日本館のほか、アジア太平洋からは、ITS アジア太平

洋ブースの他、中国、韓国、オーストラリアからの出展

がありました。

　今回の展示ブースでは、日本を始め、中国、韓国のア

ジアの国は、例年どおりパネル展示が主体でしたが、欧

米は、モニタを利用した展示が多く見られ、壁のない開

放的な展示となっていました。企業の展示では、GMは

小さいながらも出展し、展示会場外でも車を展示するな

ど復活をアピールする姿が見られましたが、米国の経済

情勢の厳しさからか、米国企業に活気のある出展が少な

写真7　開場式

写真８　日本館 テープカット

写真９　日本館

 写真10　 GMブース 写真11　 ITS America ブース　
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１
DOT/Battelle、Kapsch TrafficComな ど ４ 種 類、

Mobility Village では、GEWI/BMW、Florida DOT、

Alcatel Lucent など８種類のデモが行われました。

　特に注目を集めたのは、USDOTと CAMP/VSC3 コ

ンソーシアムによる“Connected Vehicle Technology 

Demonstration”で、5.9GHzDSRCを用いた車車間通信

により、次の６つの安全アプリケーションのデモを行っ

たものです。

・　Emergency Electronic Brake Lights（EEBL）

・　Forward Collision Warning（FCW）

・　 Blind Spot Warning/Lane Change Warning（BSW/

LCW）

・　Do Not Pass Warning（DNPW）

・　Intersection Movement Assist（IMA）

・　Left Turn Assist（LTA）

　会場より、バスに乗り説明ビデオを見た後、デモを行

うディズニースピードウェイで各社がそれぞれ用意した

デモ車に乗車し、それぞれの安全アプリケーションを実

際に体験するものです。

　警告の方法は、画面表示されるものや、左右に取り付

けられた警告ランプが点滅するものなど各社の車で異な

ったものとなっていました。

　テクニカルツアーは、８つ企画されました。会議後半

の日程となる水曜日開催されたTampa Bay エリアの

ITS 施設（Florida DOTの管制センターおよびTampa 

Selmon Expressway のリバーシブルレーン）のツアー

が予約時点で完売となり、また、木曜日に開催された車

重計測と積荷のチェックシステムのツアーの午前の部も

予約完売となっており、それらの人気があったようです。

く、一方で、日本企業や欧州のシーメンスなどは活気の

ある出展となっていました。

２－５　 テクノロジーショーケースおよびテ
クニカルツアー

　テクノロジーショーケースは、Safety Village、

Environmental Village、Pricing Village、Mobility 

Village の４部門で 25 種類行われました。

　Safety Village では、USDOTと CAMP/VSC3（Crash 

Avoidance Metr ic Partnership/Vehic le Safety 

Communications 3）コンソーシアムとの合同企画の

“Connected Vehicle Technology Demonstration”のほか、

Toyota、GM、DENSO/Econolite、Raytheonなどによる

８種類、Environmental Villageでは、Imperial College や

Televent など５種類、Pricing Villageでは、Minnesota 

写真12　 コンベンションセンター駐車場でのショーケース

写真13　Connected Vehicle Technology のデモ車

 写真14　前方衝突警告 写真15　車線変更警告１ 写真16　車線変更警告２
VEHICLE-TO-VEHICLE COMMUNICATION　10/12/11 DVDより
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年のウィーン世界会議のオフィシャルのスローガンは、

“Smart on the way ”であり、キーワードは、実現のた

めの “Deployment and Implementation”であると述べ、

ウィーン世界会議に向けた意気込みが感じられました。

HIDOの活動

３－１　映像・パネルによる展示

　当機構は、国土交通省道路局、東日本高速道路、中日

本高速道路、西日本高速道路、首都高速道路、阪神高速

道路と共同で映像及びパネルを中心とする展示を行いま

した。なお展示ブースについては日本としての統一感を

演出するため ITS Japan のほか東京都、道路交通情報

通信システムセンター（VICS）、新交通管理システム協

会（UTMS）、IHI、ベリサーブ、住友電工、三菱電機と

共同で「JAPAN PAVILION」を構成し運営しました。

　展示内容は、ITS スポットサービス、安全・安心・円

滑なモビリティの確保への取り組み状況の映像及びパネ

ル展示、各高速道路会社での取り組みなどのパネル展示

を行いました。また、東日本大震災での世界各国からの

ご支援への感謝の意味で、東日本大震災の状況、各国か

らの支援の状況、大震災からの復旧と復興計画などの映

像及びパネル展示を行いました。JAPAN PAVILIONは、

展示会場の入り口に位置し、東日本大震災の状況、復旧

への取り組みのモニタ映像に足を止められる方も多く見

られました。

３－２　情報発信活動

　スマートウェイのこれまでの取り組みをまとめた ITS 

HANDBOOKを作成し配布しました。また、17 日の夕

刻に「Small Talk Event（ミニプレゼンテーション）」

3

２－６　閉会式

　閉会式が、20 日の午後 3:30 より行われました。世界

会議組織委員会 Patrick McGowan 委員長により、今大

会のテーマと成果を総括した後、フォード社のWilliam 

C. Ford 総務会長による基調講演が行われました。そし

て、国際プログラム委員会 John Peracchio 委員長によ

り、三極で各サイエンティフィックペーパー１編とテク

ニカルペーパー１編ずつ計６つの優秀論文（表２）の表

彰が行われました。

　表彰式後、次回のウィーン世界会議組織委員会の

Reinhard Pfl iegl 委員長より挨拶があり、プロモーショ

ンビデオによるウィーンの紹介がありました。続いて東

京都青少年・治安対策本部の伊東みどり担当部長による

挨拶と 2013 年の東京 ITS 世界会議の紹介、そして 2014

年のデトロイト ITS 世界会議組織委員会の James 

Barbaresso 委員長による挨拶とデトロイトの紹介があ

りました。

　引き続き恒例のパッシング・オブ・ザ・グローブが行

われ、地球儀を模した ITS 世界会議のシンボルがオー

ストリア交通・革新・技術省の Ingolf Schädler 副局長

に手渡されました。

　最後に、Ingolf Schädler 副局長の挨拶があり、2012

写真17　パッシング・オブ・ザ・グローブ

表２　優秀表彰論文
受　賞　者 所　属 論　文　題　名

Asad Khattak Old Dominion University, USA 1370: Queuing Delays Associated with Secondary Incidents

Christoph Mertz Carnegie Mellon University, USA 1218: Continuous Road Damage Detection Using Regular Service Vehicles

Jan van Dijke TNO, the Netherlands 2016: Citymobil, Advanced Road Transport for the Urban Environment. Final Results

Koen De Baets Ghent University, Belgium 2220: How Sustainable is Route Navigation? A Comparison between Commercial 
Route Planners and the Policy Principles of Road Categorization

Huei-Ru Tseng Industrial Technology Research Institute, 
Chinese-Taipei

3210: A Secure Aggregated Message Authentication Scheme for Vehicular Ad Hoc 
Networks

Yasuhiko Nakano Fujitsu Laboratories, Ltd., Japan 3053: Detecting Driver’s Drowsiness Level with Simple 
Predetermined Initial State
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１

おわりに
　昨年の釜山世界会議では、開会式や閉会式で特徴的な

催しも行われたようですが、オーランド世界会議では、

トークとその間に音楽を入れるというシンプルな構成で、

米国らしさが出ていました。

　そして、オープニングや基調講演では、交通の発展と

経済の活性化に密接な関係があり、ITS 技術が交通の課

題解決の鍵となり、ITS への投資が雇用の創出につなが

ることが強く主張されました。さらにセッション、展示、

ショーケース、デモを通じて、米国運輸省の ITS プロ

ジェクトの“Connected Vehicle”の進捗状況がアピー

ルされ、スマートフォンやEVなどの新しい技術を利用

したコネクティッドビークル、スマートグリッドなどと

の統合化に向けた動き、マルチモーダルなどをキーワー

ドとし、今までの研究段階から実証実験を経て、これか

らの実用化に向けた課題が提示、議論されていました。

　当機構も ITS の普及促進・広報に向けて、引き続き

ITS 世界会議の支援に取り組んでいく所存ですので、よ

ろしくお願いいたします。

4を企画・開催しました。

　ミニプレゼンテーションには、米国運輸省RITAの

Brian Crony 氏をお招きし、国土交通省の奥村康博 ITS

推進室長、日本高速道路インターナショナル㈱

（JEXWAY）の藤野智幸部長、中日本高速道路㈱の高橋

秀喜専門主幹、および ITS 世界会議東京事務局の藤井

真治氏にご参加いただき、それぞれの取り組みの状況に

ついてご紹介いただきました。

　初めに、奥村室長が、東日本大震災の各国からの支援

のお礼、および ITS SPOTの取り組みを紹介しました。

Crony 氏は、米国のConnected　Vehicle に関する取り

組みと 2013 年の政府決定に向けた研究開発と実験の取

り組み状況をご紹介いただきました。今後、プローブデ

ータの取り方や試験や評価の方法など ITS に関する取

り組みについて、欧州や日本との協調が必要であると述

べられました。

　藤野氏は、JEXWAYの紹介と今後の取り組み、高橋

氏は、新東名での ITSに関する5つの取り組み（休憩施

設の空駐車マス情報提供、ITS Spot、V2V,V2I 通信によ

る情報提供、道路管制センターバックアップ機能、情報

収集提供システム）について紹介しました。最後に藤井

氏が 2013 年に開催される東京会議の紹介を行いました。

写真18　ミニプレゼンテーション
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１

「ITS世界会議東京2013」開催準備
　2009 年５月、韓国・釜山での世界会議理事会におい

て東京開催が決定されて以降、下記の会議体を立上げ、

開催基本計画や収支計画の策定、組織・体制の整備等の

準備活動を行なってきた。

　　　①準備会議、WG：2009 年 10 月発足

　　　②企画・運営委員会、部会：2010 年７月発足

　　　③日本組織委員会：2010 年 10 月 12 日発足

　2011 年４月からは、新たな事務局体制を整備して本

格的な準備活動を行っている。

１－１　日本組織委員会の立ち上げ

　「ITS 世界会議東京 2013」の推進組織は、審議・承認

機関である日本組織委員会のもと、世界会議開催に必要

な事項に関して原案を作成する６つの部会と、部会の進

行を管理するとともに、部会原案の審議・調整を図る企

画・運営委員会からなる構成を基本とした。

　日本組織委員会には、省庁、地方自治体、学界、民間

企業・団体等、産官学の代表の方々から参加いただいて

1 いる。「ITS 世界会議 愛知・名古屋 2004」に比較して、

スリムで迅速な決定が行える組織を目指した。

　第１回日本組織委員会は、2010 年 10 月 12 日、東京・

芝のメルパルク東京にて開催され、開催基本計画（第１

次案）、収支計画（第１次案）、事務局体制（案）などが

承認され、第２回日本組織委員会は、2011 年 10 月 11 日、

東京芝パークビルAP浜松町にて開催され、営業企画案、

運営展示業者などの承認がされた。

「ITS世界会議東京2013」の目的と開催理念

２－１　「ITS 世界会議東京 2013」の目的

　「ITS 世界会議 愛知・名古屋 2004」以降、セカンドス

テージに入った日本の ITS を新たなステージにステッ

プアップさせることを目指し、欧米、アジア・太平洋地

域をも視野に入れ、東京世界会議の目的を、下記とした。

① ITS による現代の交通社会のイノベーション促進

　ITS の活用分野を、交通問題解決だけでなく社会シス

テム全体の課題解決に拡大することにより、現代の交通

社会にイノベーションを起こし、市民生活に活力を生み

出すとともに我が国及び世界の経済発展に寄与する。

②世界の ITS のグローバルな進展促進

　日米欧３極とアジア・太平洋（AP）諸国等における

発展途上国との相互の連携を拡大・強化することにより、

世界の ITS の円滑な進展に道筋をつけ、ITS のグロー

バルな進展に寄与する。

２－２　開催理念

　上記の目的に沿って開催理念を下記のように設定した。

①環境・エネルギー・交通問題に対し具体的な解決策を

提示する世界会議

②豊かな市民生活や活発な経済活動が営まれている未来

2

ITS 世界会議東京2013　日本組織委員会事務局

ITS世界会議東京2013に向けて

図１　《推進組織の基本構成》
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１
示、体験型デモ、ITS 施設の現場見学など複合的なイベ

ントが実施される。ITS の世界的理解促進、普及促進に

よって、よりよい交通社会の実現と人々の生活の質の向

上を図ることを目的に会議を開催する。ITS 世界会議は

1994 年にパリで第一回が開催されて以来、アジア・パ

シフィック、アメリカ、ヨーロッパ、３地域持ち回りで

毎年開催されている国際会議であり、日本での開催は

2004 年の名古屋以来となる。

　2013 年の 開催テーマの“Open ITS to the Next”は、

次世代の ITS は、環境・エネルギー・安全・渋滞解消

などの交通問題の解決、人々の生活の質の向上と同時に、

災害や不測の事態への的確にしてスピーディーな対応と

いう社会の要請に応え、融合新産業の創出を目指せるも

のであり、そのために ITS は、グローバルに誰にでも、

様々な機会や挑戦するためのオープンな形のネットワー

ク社会を提供するという意味を込め設定した。

　ロゴマークとしては、東京都のシンボルマークの緑を基

調にデザインし、2012 年

春開業予定の東京スカイツ

リーを、東京を象徴する建

物として採用。

　環境と震災後の勇気・元

気の意味をこめて、東京ス

カイツリーをブルーに彩色。

社会を提示する世界会議

③ ITS のグローバルな進展を促進する世界会議

④ ITS メガシティの将来像を提示する世界会議

開催概要
名　　称：「第 20 回 ITS 世界会議東京 2013」

開催日程：2013 年 10 月 14 日（月）～ 18 日（金）　

開会式　： 2013 年 10 月 14 日（月）東京国際フォーラ

ム（予定）

セッション&展示会、閉会式：

　　　　　　2013 年 10 月 15 日（火）～ 18 日（金）　

開催テーマ：“Open　ITS　to　the　Next”　

収支計画　：　8.2 億円に設定

主催　　　：ITS 世界会議東京 2013　日本組織委員会

開催規模　：

　会議登録者数：4,000 人、参加者数：8,000 人、

　参加国数　：60 ヶ国

　出展コマ数：700 小間、論文数：1,000 件、

　セッション数：250

　ITS（Intelligent Transport　Systems）世界会議では

ITS に関係する世界の政府、学会、民間企業、団体を一

堂に会して、会議セッション、論文発表、講演、技術展

3

 〈東京国際フォーラム〉 〈東京ビックサイト〉

図2　ロゴマーク
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現在までの準備状況概要

５－１　基本計画の検討・策定

　プログラムのコンセプトや各セッションなどの会議運

営の検討、運営展示に関する参加要領の検討や各種式典

の企画、ショーケース・テクニカルツアーの募集及び体

験・提示方法の検討、開会式と会議・展示場所が異なる

ことによるロジスティク面での検討、各部会にて想定の

予算の削減検討や収支計画に基づく展示、会議登録等の

費用の値付けを含む営業・渉外活動計画の検討を進めて

いる。

５－２　PR活動について

① 1st アナウンスペーパーの発行（オーランドの ITS

世界会議での配布）

　日本組織委員会の２トップである開催都市東京の石

原都知事と ITS Japan 渡邉会長の開催に関わるコメ

5「ITS世界会議東京2013」参加要領
　「ITS 世界会議東京 2013」参加の方法としては会議参

加登録だけでなく、展示会出展、論文発表、スポンサー

という４種類である。日本組織委員会としては会議を通

じて世界の ITS 最先端情報収集や体験をすること、研

究成果発表、ビジネスにもつながる効果的な企業活動

PR、経験や知識の共有 /交流ができ、ITS 関係の世界

各国の官学産業界のネットワークを広げることもできる

という世界会議をより一層進めていけるように基本計画

を作成中。

　具体的な参加募集時期：

　①会議参加登録　　　2013 年４月より登録開始

　②展示会出展者募集　2012 年４月より募集開始

　③スポンサー募集　　2011 年 10 月募集開始

　④論文募集　　　　　2012 年６月より募集開始

4

写真１　1st アナウンスペーパー
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１

場見学など複合的なイベントとしての ITS 世界会議東

京 2013 の基本計画を検討作成しているところです。 

　オーランド世界会議を含め最近の世界会議の内容を整

理しながら、第 20 回大会としての世界会議として、東

京で意義のあるものとするべく委員会、事務局の全員で

知恵を絞っています。 

　また、ITS の概念、活躍領域、導入地域がますます広

くなっていく中、それと合わせて「日本を元気にする」

ためにもたくさんの方々の参加が図れるように計画して

いきますので、ITS 関係者の方々には、協力、ご支援を

お願いするとともに、様々な形で「ITS 世界会議東京

2013」に参画していただきたいと思います。

ントを含め、開催概要、参加要領などを記したパンフ

レットを英語、日本語２種類作成し様々な活動におい

て 2011 年 10 月から配布している。

②各種 ITS 関連会議での PR

　ウィーンでの理事会（2011 年５月）、台湾の高雄で

のアジアパシフィックフォーラム（2011 年６月）、オ

ーランドの ITS 世界会議（2011 年 10 月）などで ITS

世界会議東京 2013 の PR活動を行っている。

最後に
　前章でも述べたように、現在まさに、会議セッション、

論文発表、講演、技術展示、体験型デモ、ITS 施設の現

6

写真2　オーランドでの東京会議PRレセプションの様子（鏡割りで乾杯）
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２

はじめに
　各高速道路会社においては、公団時代から実施してき

た国際協力・交流事業に加えて、平成 17 年の分割民営

化以降、順次海外事業担当部門を設置するとともに積極

的な海外事業展開を図ってきていた。

　これまで、各高速道路会社においてそれぞれの強みを生

かしつつ、案件ごとの個別協力はあったものの、各社独自

に海外事業展開を図ってきた。このたび各社の得意分野を

生かしたシナジー効果を期待しつつ、各社が長年の経験で

培った有料道路に関する企画・設計・運営・維持管理トー

タルマネジメントの技術・ノウハウを海外の有料道路ビジ

ネスにおいて発揮することを目的として、NEXCO東日本、

NEXCO中日本、NEXCO西日本、首都高速道路、阪神高

速道路の５社の共同出資により、海外道路投資事業を中心

に実施するための新会社として、日本高速道路インターナ

ショナル㈱（英語名：Japan Expressway International 

Co. Ltd. 以下 JEXWAY）が本年９月１日に設立された。

　本稿では、JEXWAYの概要と今後の事業展開等につ

いてその概観を紹介する。

JEXWAYの設立

２－１　設立の背景

　JEXWAY設立の背景としては、①高速道路会社におい

ては、長年にわたって蓄積されてきた技術やノウハウがあ

1

2

るという内部環境と国内の建設事業が収束に向かう中、各

社とも新事業（海外事業）へウェイトをシフトする必要が

生じてきたことから、各社において海外事業を展開してき

たこと、②昨年６月に閣議決定された新成長戦略において

も「インフラ輸出の推進」が打ち出されたこと、③それに

先立ち国土交通省の成長戦略の中においても「我が国の

優れた建設・運輸産業が、海外市場において活躍の場を

広げ、世界市場で大きなプレゼンスを発揮」することが「将

来目指す姿・あるべき姿」として示され、政府の支援体制

が打ち出されたこと等があげられる。

２－２　設立の目的

　JEXWAY設立の主な目的としては以下の４点が挙げ

られる。

・日本の高速道路会社が協働で、世界最大規模の有料道

路運営体を母体にもつ新会社を通じて「有料道路の調

査・計画から維持管理までのトータルマネジメント」

の技術やノウハウを、海外有料道路ビジネスにおいて

発揮する。

・各高速道路会社の持つ経験やノウハウを共有すること、

またコンソーシアム形成の際に窓口を一本化すること

で、効果的な政府支援が得られるとともに海外市場へ

の訴求力が増すことが期待できる。

・高速道路会社５社が一体となることにより、資金力及

び人材面においてスケールメリットが生じ、事業参画

の幅が広がると同時にリスクの軽減にも繋がり、結果

として日本企業の進出の一助ともなる。

高速道路会社による海外展開事業

藤野　智幸
日本高速道路インターナショナル㈱　取締役プロジェクト第二部長

日本高速道路インターナショナル㈱の設立 
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２
含む）の実施に向けた各ステップの調査業務も含めた有

料道路事業全体となる。

具体的な事業参入形態としては、

①　道路事業全体の包括的実施 : 案件発掘から建設、運

営・維持管理まで

②　PPP手法によるグリーンフィールド参入

③　PPP手法を活用したODAとの合併施工⇒薄皮方式

等

④　PPP手法によるブラウンフィールド参入

⑤　ODA事業への PPP手法を活用したO&M参入

⇒ODAで建設された道路のO&Mへの参入

⑥　既存事業への参画（一部資本買収による経営参加等）

⑦　事業参入企業に対するアドバイザリー展開（⑥との

コンビネーションも有）

⑧　コンサルティング業務

などが想定される。

　一方、このような広範な業務を遂行するに当たっては

新会社単独で対応できるものではなく、各高速道路会社

はもちろんのこと関係各業界との連携は不可欠となる。

特に、案件形成からフィージビリティースタディーの実

施に当たっては、関係省庁及び JICAを含めた官民の各

関係機関との連携が非常に重要となってくる。また、実

際のプロジェクトの立ち上げに際しては、資金調達が大

きな課題となることから、民間及び公的金融機関からの

資金調達も不可欠であるが、特に公的金融機関からの低

利の投融資はプロジェクトのバイアビリティを高めるた

めには重要となる。

・海外有料道路事業において技術を発揮することにより、

結果として強みである道路会社各社の技術レベルの維

持にもつなげる。

今後の事業展開

３－１　事業展開方針

　現在 JEXWAYにおいては、これまで各高速道路会社

が検討を進めてきた事業をレビューし JEXWAYの参画

に引き継いでいくとともに、新規の案件の発掘について

も取り掛かっているところである。その際の事業展開方

針については以下のとおりである。

・高速道路会社が半世紀にわたり培ってきた「強み」を

最大限に生かし、海外道路事業を実施する日本の唯一

の窓口として、アジア地域を中心に、各関係機関と連

携してオールジャパンの体制で事業を展開する。

・可能な限り早期にプロジェクトを立ち上げ、日本企業

による「安全・安心・快適な高速道路」を実現して、

その「良さ」を当事国の国民に実感・納得してもらう

ことによって、日本による道路インフラ整備の価値を

高める。

・政府のバックアップや公的金融機関の低利融資など、

官民一体となって海外事業に進出することによってリ

スク低減を図り、日本企業が進出しやすくなる環境整

備を図る。

３－２　ビジネス領域

（１）基本的考え方

　海外において日本が実施する全ての高速道

路事業について、案件発掘・形成から事業実施

に至るまで、全ての事業段階において新会社

は必ず関与することにより、高速道路会社の

技術・ノウハウ等に関するワンストップサービ

スを提供する機関となる。

（２）ビジネス領域

　新会社のビジネス領域は、図１に示す通り、

海外における有料道路事業（運営・維持管理も

3

図１　ビジネス領域
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・日本での各種条件下での実績

・運営・維持管理段階及びライフサイクルコストを考慮

した設計のノウハウ

３）建設段階

・様々な環境下での施工経験

・緻密な工程管理、工期の尊守

・近接施工、重交通路線規制の実績

・高品質、高耐久性を確保する技術管理能力

・環境関係への配慮

４）運営維持管理段階

・日本における豊富な経験に基づく、あらゆる地形・気

候・風土に対応できる高い管理水準

・高い安全、安心への配慮

・ITS サービス

・最新技術による点検モニタリング

・現地国のレベルに応じた応用性

（４）事業エリア

　事業エリアとしては、公団時代からの国際貢献・交流

を通じて培ってきた関係や地理的・文化的要因を考慮し

て、アジア地域を中心にスタートする。

（３）JEXWAYの強み

　海外において事業を展開していくに当たっては、

JEXWAYの持つ（提供できる）強みを最大限に生かす

必要がある。その強みとは各高速道路会社が半世紀にわ

たって培ってきたものであり、具体的には、①効率的な

建設技術や緻密な道路保全、それらに関する高い総合マ

ネジメント力に代表される、世界トップレベルの計画か

ら保全までの総合的な技術力、②５会社が連携すること

によるリソース（人材、技術、経験、資金）の共有およ

び活用というスケールメリット、③政府関係機関からの

低利子借入金の活用や相手国の利益を考慮した事業実施

に裏打ちされた大きな信頼力、④政府機関、アタッシェ、

専門家からの支援や政府機関によるトップセールスなど

の政府関係機関の包括的支援、であると認識している。

これらの強みを事業段階ごとに具体的に示すと以下のと

おりとなる。

１）案件発掘・形成段階

・アタッシェ、JICA専門家を通じた案件形成

・JICA専門家として派件された職員の人脈

２）調査・設計段階

図２　事業エリア
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２

に プ ロ ジ ェ ク ト ご と に SPC（Special Purpose 

Company）を立ち上げ、Project Finance の手法により

SPCの事業資金を調達し、SPCのスポンサーとしてプ

ロジェクトからの利益を享受する。一方、高速道路会社

（５）ビジネススキーム

　図３に JEXWAYを中心としたビジネススキームの全

体的な概念を示す。JEXWAYは他のパートナーととも

図３　ビジネススキーム（１）

図３　ビジネススキーム（２）
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ては、現時点では導入されていない途上国においても間

違いなくETCは導入されるであろう。また、かつて日

本で自動車交通量の伸びとともに交通事故が増加し、そ

の対策から、各種の交通管制システムを活用した交通マ

ネジメントの技術により交通安全対策が実施されてきた。

　このような道路事業における要素技術としてのETC

を含む ITS について、日本ではかつて 50 年以上にわた

り、非常に初期のレベルから現在の ITS スポットに至

る世界最高水準の技術まで、現地での課題解決を目指し

自ら開発・運用してきた経験を有している。これらによ

り、新興国における”Latecomer’s advantage”（後発に

よるメリット）となる最新技術を提供しつつも、過去に

十分な経験を有する日本ならではの現地の適切かつ許容

可能な技術のレベルを勘案した提案をすることが出来る。

このような提案は、JEXWAYが有料道路事業を展開す

る上で、海外との差別化を図れる重要な分野であり、国

内関連企業との連携も必要となる。

おわりに
　JEXWAYはまだスタートしたばかりであり、事業の

早期展開に向けて各高速道路会社の支援を受けながら精

力的に準備を進めているところである。今後は高速道路

会社をはじめとする各方面の関係機関と協力して有料道

路インフラ輸出を実現し、我が国含めた国際社会・経済

の持続的発展・成長に寄与することができるよう努力し

てまいりたい。

5

は、JEXWAYへの出資及び融資からの配当及び金利に

より収益を上げる構造となる。

　ここで重要なポイントは、各高速道路会社は、

JEXWAYを介してプロジェクトに参加することにより、

プロジェクトリスクの直接的な影響を回避することである。

　図４に SPCを中心としたプロジェクト関係者間の相

関を示す。ここで JEXWAYの役割は、SPCに出資し

て配当を得るというものだけではなく、先述したような

その強みを直接的または SPCを通して事業の各段階に

おいて生かすことにより、プロジェクトの質を高める役

割を担うことが重要となる。

（６）具体的事業の検討

　個別事業については、現時点ではその詳細を述べるこ

とはできないが、以下の事業について検討を行っている。

１）ファッヴァン～カウゼ高速道路

ベトナム国南北高速道路のハノイ側起点に当たる区間

で、NEXCO中日本を中心に PPP協力準備調査

（JICA）を活用して検討中

２）マニラ南北高速連結道路

南北ルソン高速道路のミッシングリンクとなっている

区間を連結する高速道路で、NEXCO中日本及び

NEXCO西日本を中心に PPP協力準備調査（JICA）

を活用して検討中

３）バンガロール～チェンナイ高速道路

インド南部のバンガロール市とチェンナイ市を結ぶ新

設高速道路で、NEXCO東日本を中心に円借款・民活

インフラ案件形成等調査（経産省）を活用して検討中

　上記以外にも、ベトナムやインドネシアにおける新規

高速道路等についても情報収集・検討等を進めている。

JEXWAYの ITSに関する取り組み
　上述したとおり、JEXWAYは日本で長年にわたり培

ってきた高速道路に関する技術・ノウハウを海外の有料

道路ビジネスにおいて発揮することを目的として、今後

の展開を図る。

　そのうえで、ETCや交通管制、いわゆる ITS にかか

わる技術やノウハウは日本が道路事業を行う上での強み

となる分野である。将来を見据えた有料道路事業におい

4
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1 ARナビゲーション 
～ カーナビゲーションの進化とともに

　「一足先に未来へ」というのは今年のカロッツェリア
「サイバーナビ」新製品の謳い文句であります。車の前
方の視界に経路誘導情報を重ね合わせるいわゆる“実写
ナビ”は、将来のカーナビゲーションの一つのカタチと
してそのイメージがあったものですが、今年のサイバー
ナビはこの実写ナビを現実のものとし、「ARスカウタ
ーモード」を搭載する“ARナビゲーション”として世界
に先駆けて商品化いたしました。ARとはAugmented 
Reality の略で拡張現実という意味です。本機は、カー
ナビゲーションの世界において拡張現実を応用し、より
進化した未来型のカーナビゲーションを指向した製品に
なります。

図１　 世界初のARナビゲーション カロッツェリア「サイバー
ナビ」AVIC-VH09CS

　ITS を広く捉えればカーナビゲーションもその取り組
みの一つであり、また ITS にとって重要なデバイスで
もあると言えます。弊社は 1990 年に世界初の市販GPS
カーナビゲーションAVIC-1 を発売いたしました。民生
用の機器として、画面の道路地図上に自車位置がクルマ

の走行に追随して常に表示されること自体、当時非常に
画期的なものとして市場の注目を集めました。また以来、
弊社はエポックメーキングなカーナビゲーションを世界
に先駆けて市場導入してまいりました。

図２　世界初の市販GPSカーナビゲーションAVIC-1

　1997 年にはそれまでCD-ROMだったデジタル地図メ
ディアに大容量のDVDを採用した世界初のDVDカー
ナビゲーションを発売しました。地図データの増大によ
りCD-ROMでは日本全国の地図データを収めるのに多
枚数のディスクを用いなくてはなりませんでしたが、こ
れをDVDに置き換えることにより走行中に地図ディス
クを入れ替えなくてはならない手間を省きました。また
後席のためのDVDプレーヤーとしての機能も搭載し、
カーナビゲーションはクルマ向けの本格的なAVNシス
テムの核となる機器へと変わりました。
　初のGPS カーナビゲーション発売から約 10 年後、
2001 年には弊社は地図メディアにHDDを採用した世
界初の市販HDDカーナビゲーションを発売しました。
HDDはディスクメディアに比べデータアクセスが高速
でありますので、HDDを採用することで地図検索や経
路計算などの処理スピードが格段に向上し、より快適に
カーナビゲーションを使用することができるようになり
ました。また地図メディアのHDD化に伴い、地図の更

一足先に未来へ、
パイオニア㈱の ITSの取り組み
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新手法もこれまでのディスク頒布から PC連携や通信を
用いた手段へと変わることになりました。こうした新し
い更新手法の開発や書き換えサービスの提供などを契機
に、カーナビゲーションは通信にも対応したリアルタイ
ム情報機器へと進化していきました。またこのカーナビ
ゲーションと通信の融合は今後の ITS との関わりをよ
り深めるものとなりました。
　それからさらに 10 年が経過しました節目の今年 2011

年に新しく拡張現実を応用するARスカウターモードを
搭載した“ARナビゲーション”の発売をいたしました。
ARスカウターモードは、一つには車載カメラ応用の進
化であり、もう一つはユーザーインターフェースの進化
であります。
　これまでもバックカメラなどとしてドライバーの目の
補助にカメラ画像が用いられていましたが、それらはド
ライバーの視界が十分に至らないところの補助が目的で

図３　ARスカウターモードでの経路誘導画面

図４　AVIC-VH09CSに付属のクルーズスカウターユニットと取り付け例
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した。ARスカウターモードではむしろ実際にドライバ
ーが見ている方向の視界のカメラ画像を積極的に利用す
ることを意図したものです。 ARスカウターモードで
のカメラ画像を利用した機能のいくつかを図 5に示しま
した。ここに挙げました信号機や車間距離の判定などは
ドライバーが判断を行う事柄ですが、同時にカーナビゲ
ーションの側でも同じ前方視野の画像を共有し画像によ
る判定を行っておくことは、必要なときにドライバーに

気づきを与える効果が期待できます。
　また、ドライバーの目に今見えている画像に対して走
行を補助する情報を重畳して提供することは、新しいこ
れからのカーナビゲーションのユーザーインターフェー
スの手法であると考えております。今までのオーソドッ
クスな経路誘導のユーザーインターフェースは、いうま
でもなく平面の道路地図上に経路を引き自車位置と経路
の関係を示すというものでしたが、どうしても平面の地
図上に示された距離感と実際に前方視界に見える奥行き
のある立体的な距離感とではイメージが違うもので、そ
れを頭の中で変換して判断しなくてはならない分判断の
しにくさがあり、またそもそも地図を見ることを苦手と
されるお客様もおられます。ARスカウターモードでは、
ドライバーが今見ている目の前の道路や風景に対して経
路の進行方向を重畳して示すことで、ドライバーの直感
的な理解を助け、より負担無く運転をしていただけるイ
ンターフェースであると考えております。また前述の画
像判定による諸機能も、このユーザーインターフェース
の進化が伴ってはじめてその機能が活きるものと考えて
おります。このARスカウターモードの提案が、カーナ
ビゲーションがこれまで以上に高度なユーザーインター
フェースを備えた総合車載情報機器へと進化していくき
っかけとなることを期待しております。

2 スマートループ
～プローブサービスへの取り組み

　プローブサービスは、カーナビや車両の走行履歴等の
情報を通信でサーバーに上げ、サーバーから渋滞情報な
どに加工しお客様に提供するものです。このサービスは
お客様にこれまで以上に快適なドライブをしていただく
ために、あるいは道路行政における活用の観点などから、
これからの新しい ITS サービスとして注目されていま
す。
　スマートループは「カーライフにおける“知”の共有」
というビジョンにより提供しております弊社カロッツェ
リア独自のプローブサービスです。2006 年からサービ
スを開始しており、単にプローブということにとどまら
ず、個人のドライブ経験と、カーナビゲーションやメー
カーに蓄積された様々な情報、そして第三者による情報
などを、カーナビゲーション、ネットワークによって集

① 先行車両を捕捉するターゲットスコープと車間距離インジ
ケーター表示

図５　ARスカウターモードの機能例

③レーン移動検知表示 ～ フラつき走行を注意喚起します

② 赤信号検知表示 ～ 青信号への変化をアイコン表示で知ら
せます
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められた「集合知」として活用を図るコンセプトにより、
弊社カロッツェリアのお客様からドライブにまつわる各
種のデータを収集し、それを加工してお客様のカーナビ
ゲーションへの情報フィードバックを行っております。
またお客様が情報を活用し共有するためのウエブサービ
スなども行っております。
　代表的なスマートループサービスを以下に紹介します。

　（1）プローブ情報サービス
　全国のお客様から提供される走行データ（走行
履歴等）を活用することにより、VICS 渋滞情報
（約７万 km）と合わせ約 70kmにおよぶ全道路
の渋滞状況を把握できます。リアルタイムプロー
ブと蓄積型プローブの二種類のサービスがござい
ます。

図６　スマートループビジョン

図 7　プローブ情報サービスのイメージ
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　リアルタイムプローブは、カーナビゲーション
に接続した携帯電話の通信や定額で利用できる専
用の通信モジュールを用いて、走行中にそれぞれ
のクルマからリアルタイムに走行履歴情報などの
データを収集し、同時に収集データを用いた渋滞
情報の生成と提供を行うことで、その場の状況を
共有しドライブに活用します。
　蓄積型プローブは、それぞれのお客様のドライ
ブにまつわる経験や知識、例えば偶然停止した信
号待ちや、どのパーキングのどのゲートを利用し
たか、など、ドライブ時に得られた大量かつ多彩
な情報をカーナビゲーション内部に自動的に蓄積
し、家庭でのブロードバンド化したインターネッ
ト環境を利用することで、効率的かつ経済的にデ
ータを収集し活用するシステムです。

　（2）スマートループドットログ
　カロッツェリアカーナビゲーションのお客様同士
で、ドライブ体験やスポットへの口コミなどを共有
できる無料ブログサービスです。開設者が自分で
経験したドライブを公開でき、ブログを訪れた閲
覧者は、そこに寄せられる感想や評価などを基に
自分のドライブに活かすことができます。また、開

設者は記事に地点情報を添付することもできます
ので、閲覧者は自由にダウンロードしてドライブに
活用できます。雑誌にも載っていないような貴重
な情報や、今まで知らなかった新しい発見によっ
て、カーライフがより豊かなものに変わっていき
ます。

　（3）スマートループドライブレポート
　近年エコドライブや安全運転へのお客様の意識
が高まってきております。スマートループドライ

図９　「通れた道路」確認のカーナビ画面イメージ［４月１日時点（左）と以降の変化（右）］

図 8　スマートループドライブレポートの例
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ブレポートは、プローブ情報システムの蓄積型プ
ローブを活用し、アップロードされた走行履歴や
ルート情報などから、お客様個人のドライブの履
歴やエコドライブ、安全運転の度合いをレポート
するサービスです。

　（4）通信サービス
　第三者の情報の提供の一環として、駐車場満空
情報やガソリンスタンドの価格情報などの通信サ
ービスを提供しております。

　このスマートループによる渋滞情報は、弊社カロッツ
ェリアの対応カーナビゲーションの経路探索機能にも活
かされております。カロッツェリアの対応カーナビゲー
ションが用いるスマートループ渋滞情報には、一般的に
カーナビゲーションで得られるVICS 渋滞情報に加え、
お客様からのリアルタイムな情報や過去データの統計予
測を活用しております。VICS 情報と独自情報を集約・
最適化することで、より信頼性の高い渋滞情報として利
用できます。スマートループ渋滞情報を考慮して経路探
索を行う場合と、渋滞情報を考慮しない場合とで比較し
ますと、同じ目的地に行くのにガソリン消費量が約
15%少なくなる結果となっています（弊社調べ）。ITS
に課せられた課題の一つにCO2 削減がございますが、
スマートループはこの点でも貢献できる取り組みである
と考えております。

　この度の東北地方太平洋沖地震により被災されました
方々に、心よりお見舞いを申し上げます。弊社では３月
29 日に「スマートループ渋滞情報の活用により、被災
地周辺の「通れた道路」の確認がカーナビゲーションで
可能になります」旨の報道発表を行っております。弊社
は、東北地方太平洋沖地震の被災地域における移動支援
を目的に、スマートループのプローブ情報を活用した取
り組みを行いました。震災日以降のプローブ情報を元に
統計データの再生成を行うことにより、被災地周辺の
「通れた道路」を当社の対応カーナビゲーション上で確
認できるようにした、というものです。このように災害
に際しましても微力ながら取り組みをさせていただきま
したが、このことによりまして、プローブサービスが災
害に対しても活用できる可能性が示されたものとも考え
ております。

3 国の ITSサービスへの取り組み

　モータリゼーションの発展に伴い都市部や観光地等の
車が集中する道路での渋滞が深刻化し、それに伴う交通
事故の多発やCO2 排出の増加・集中といった社会問題
の解消が行政上の課題とされ、1996 年に VICS 情報の
提供が始まりました。申し上げるまでもなく渋滞箇所や
状況を案内するサービスですが、この情報の提供により

図 10　 初の ITSスポット（DSRC）対応カーナビゲーション AVIC-VH9900（2009年モデル）と、現在販売中のDSRCユニット
ND-DSRC2
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カーナビゲーションは、単に目的地へのルートを案内す
ることのみならず、リアルタイムな情報に沿ってなるべ
く渋滞を回避したルートを引くことが出来るようになり
ました。弊社のカーナビゲーションではVICS の３メデ
ィアへの対応に積極的に取り組んできております。
　また、現在の国の新しい ITS の取り組みには、先に
実用化し普及期を迎えているETC、ETCと同じ通信方
式DSRCによる路側設備を用いて安全運転支援や道路
交通情報提供、インターネット接続などを行う ITS ス
ポットサービス、センサーで取得した車両挙動等を光ビ
ーコンの路側設備を用いて提供し安全運転支援を行う
DSSS などが挙げられます。弊社では、ETCへの対応
はもちろんのこと、既に 2009 年から本格運用が始まり
昨年度末には全国展開がされました ITS スポットサー
ビスにも当初から対応をしてきております。
　ITS スポットサービスに対しまして、弊社は 2009 年
５月に業界初となる ITS スポット（DSRC）対応カーナ
ビゲーション「サイバーナビシリーズ」３機種 （AVIC-
VH9900, AVIC-ZH9900, AVIC-H9900）を発売しました。
また同年 10 月にはサイバーナビに組み合わせるDSRC
ユニット「ND-DSRC1」を発売し、ITS スポットサービ
スに対応しました。現在は、冒頭に紹介しましたAVIC-
VH09CS など対応カーナビゲーション６機種とDSRC
ユニット１機種を販売しております。
　この ITS スポット（DSRC）対応カーナビゲーション
とDSRCユニットを組み合わせることで、ETCが利用
できることに加えて、高速道路本線上で広域の渋滞情報
を提供するダイナミックルートガイダンスや、見通しの
悪い場所での渋滞の発生や前方落下物などを音声と表示
で通知する安全運転支援情報、路側カメラからの静止画
像によって前方の道路状況を伝える前方状況情報などの
道路上の情報提供、そして高速道路のサービスエリアや
道の駅などにおいてインターネット接続によりカーナビ
ゲーション向けにカスタマイズされた施設情報や観光情
報などの情報をオンデマンドにウエブ閲覧できる情報接
続サービスが利用できます。特にこの情報接続サービス
（インターネット接続）については弊社カーナビゲーシ
ョンが業界に先駆けて対応を行っております。
　なお、これらの情報提供には、再生位置を緯度経度に
よって指定する蓄積型情報など、カーナビゲーションに
よる高度な再生制御の機能を積極的に用いる提供方式が
採用されています。これも今の新しい ITS の特徴とい

えますが、こうした ITS における制御を適切に行うた
めには自車位置精度などカーナビゲーションの基本機能
に対して高いレベルが求められます。もし自車位置が正
しくなければ、必要なときに正しく情報が提供されない
ということにもなります。またカーナビゲーションの地
図が常に最新の道路を反映していることも前提条件とな
ります。つまり、ITS に対応するカーナビゲーションで
は、まずはカーナビゲーションとしての基本的な性能及
びサービスがしっかりしていることが第一であり、ITS
はこのことを前提として成立する技術でありサービスで
あるということが言えます。弊社のカーナビゲーション
の持つ高い基本性能とカーナビゲーションに関する技術
蓄積が今後も ITS の発展に寄与できるものと考えてお
ります。

①本線上における安全運転支援情報の表示例

図 11  ITS スポットサービス
～NEXCO中日本様による東名高速道路でのサービス事例

② サービスエリアにおける情報接続サービス（インターネット
接続）の表示例
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4 おわりに

　本稿では、カーナビゲーションの高度化における弊社
の最新の取り組みの紹介、弊社独自の民間プローブサー
ビスであります“スマートループ“の取り組みの紹介、
そして国による新しい ITS サービスへの弊社の取り組
みの３つを紹介してまいりました。スマートループのビ
ジョンにもありますように、弊社ではこの３つの取り組
みやサービスを相補完し合うものとして位置づけ、融合
させることでよりよい ITS サービスになるものと考え
ております。今後も国の ITS サービスへの対応は基本
としながらも、自社で行えるサービスについては積極的
に取り組み、またいずれのサービスにおいても基礎とな
るカーナビゲーションの性能向上と高度化に努め、それ
らをバランスよく融合させることで高度な ITS サービ
スをお客様に提供していきたいと考えております。

　また近年の環境保護への関心の高まりから、今後EV
（電気自動車）の利用への対応が行政においても業界に
おいても急務とされてきておりますが、弊社でも今年７
月に、電力消費を抑えたドライブを実現するエコルート
探索機能や充電スポット検索のできるEV用カーナビゲ
ーションAVIC-ZH09-MEVを発売いたしました。弊社
としましても、今後もこの分野でお客様により一層の利
便を提供できるよう商品開発を行っていきたいと考えて
おりますが、行政や業界に対しましてもEV車両に関す
る一層の標準化や情報公開を望むものであります。こう
した施策が進むことにより、今後の商品やインフラの開
発が加速しお客様が安心してEVを利用できる環境づく
りに寄与するのではないかと考えております。
　本格的な ITS の導入はまだ始まったばかりでありま
すが、その普及に向けて弊社としましてもお客様の安全
と利便を第一に考え今後も努力していく所存です。

図 12　EV用カーナビゲーションAVIC-ZH09-MEV
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1 はじめに

　今日は、「緊急支援物資のロジステ
ィクスと減災」というテーマで１時間
弱お話させていただきたいと思います。
　ご紹介がありましたように、私は東
京大学に都合 25 年程度勤めていまし
たが、機会があって昨年仙台に本務を
移しました。半分くらいはまだ東京に
いるのですが、１年もしないうちに
1,000 年に１度といわれるような大震
災に遭遇したわけです。私の後にお話
になる川瀧さん、平井さんは現場の第
一線で大変なご苦労をされたと思いま
す。私は軽度の被災者として、この年
になって初めて避難所生活を経験しま
した。本日は、これまで東北大学の計
画系の仲間と一緒に、緊急支援物資の
調査に取り組んできましたので、それ
について紹介したいと思います。

　まず、私が当日いた場所（仙台駅前
シンポジウム会場）の写真です。シン

ポジウムをやっていると相当な揺れで、
天上のシャンデリアが大きく揺れて、
私はただただ壁にはりついているばか
りでした。その直後に停電になってし
まい、後は真っ暗な中を４階から下に
降りて避難したわけです。ですから、
このようにシンポジウムをやっている
と、今日もまた揺れ出すのではないか、
と…。
　私の研究室は壊れてしまいました。
学科で言いますと土木建築にあたるの
で、本来ですとすごく強い建物である
べきなのですが…。東北大学の青葉山
キャンパスに 80 くらい建物がありま
すが、その内の６つの建物が同じよう
な状態になってしまい立入禁止になり
ました。その内の１つが土木建築の建
物でした。私の住まいは非常に古い築
40 年以上の官舎ですから、震災当夜
は余震が怖いので、山の上の研究室に
行けば多分大丈夫だろうと思って夜の
９時ごろそこに行きました。しかし、
建物全体も研究室の中も大変な状況で
した。
　私の研究室はひどい状態で立入禁止
ですが、補強しないと中の物を出せな
いということで強化されたのですが、
窓もなくなってしまい真っ暗な状態が
続いています。今もまだ中に物が置い
てあり、この 11 月に２次搬出をして
ようやく建物を取り壊して建て替える
ことになりました。２年間ぐらいは仮

住まいの研究生活をすることになりま
す。

2 緊急支援物資の調査

　さて、本題に移りますが、東北大学
には計画系の先生方がたくさんおりま
して、地域に貢献できることを何かや
ろうといろいろ考えたところ、緊急支
援物資の流れを調査しようということ
になりました。と言いますのは、私も
避難所に数日間いたのですが、寒さが
厳しかったり、毛布も十分になかった
りということがありました。現場の
方々は不眠不休で懸命に働いておられ
るのですが、一方では支援物資がなか
なか届かないといった声が聞かれたこ
とも確かです。何が実態だったのか誰
も定量的には分からないのが実情です
ので、緊急支援物資の流れの記録をし
っかり残そうということになったわけ
です。
　建物やインフラの損壊や津波につい
てはかなり詳細な調査が行われていま
すが、物の流れに関しては過ぎ去って
しまうものですから跡が残りません。
なかなか記録を残すのが難しいという
ことで、阪神大震災の時もあまり定量
的な記録が残されていません。その時
にロジスティックスに少しかかわった
東北大OBの稲村先生が、こういう記
録はやはり物資の記録を見せてもらっ
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て残すしかない、いろいろな自治体が
持っている記録が倉庫にしまわれてし
まったらもう二度と探し出せない、と
盛んにおっしゃっていました。それで
はその記録がまだ温かいうちに、とに
かく収集しようということで、３月末
頃から活動を開始しました。
　目的は今申し上げたとおり、一体何
が起こったのかを後世に正しく伝える
ということが１つ目、たくさんの方々
からご支援をいただいたので、感謝す
るということが２つ目です。それから
今後予測されている、東海、東南海、
南海沖の地震に備えてロジスティクス
のあり方を検討する貴重な資料とする
ことが３つ目です。これらの３つを目
的として、緊急支援物資の調査に乗り
出したわけです。
　調査団のメンバーは私が言い出しっ
ぺだったものですから代表をやってい
ますが、東北大学の計画系の教官のほ
かに、OBの森杉先生や稲村先生にも
入っていただきました。また、東北大
学の計画系の学生にはボランティアと
して協力してもらっています。それか
ら大変ありがたいことに外部の協力メ
ンバーとして東北地方で活躍されてい
るコンサルタントの方々、東北工業大
学、日本大学等々の全国各地の大学の
方々もボランティアで協力してくれて
います。
　我々は物の流れを６つに分類してい
ます。１番目が産業物流、これは自動
車を作るなど工業製品をつくるときの
材料や製品の流れです。２番目が商業
物流、これはコンビニやスーパー等々
のサプライチェーンの流れです。３番
目が今日お話する緊急支援物資の流れ
です。４番目が燃料、５番目が復興物
資や仮設住宅の材料の流れです。６番
目が瓦礫の処理です。最初は１～６ま
で全部やろうと言っていましたが、現
在のところ商業物流と緊急支援物資の
流れと燃料の流れの３つを調査してい

ます。緊急支援物資の流れですが、た
とえば岩手県の場合には、アピオ（岩
手産業文化センター）という県の物流
拠点がありまして、ここに全部集めら
れます。そしてアピオから市町村の物
流拠点に分けられます。そして最終的
に、市町村から避難所に流れます。つ
まり、県、市町村の拠点、避難所とい
う３段階の流れになっています。場合
によっては、県の拠点を通さずに直接
市町村の拠点に行く直送もあります。
　岩手県の場合はアピオという大きな
拠点が１カ所見つかったのですが、宮
城県の場合は幾つもの倉庫が県の拠点
になっています。多いときは 20 以上
の倉庫が県の拠点になっていたと思い
ます。食料や衣料など品目別に倉庫に
集められ、そこから市町村の拠点、避
難所へという基本的な流れは同じです。
従いまして、県と市町村の物流拠点に
おける物資のインとアウトの記録を調
べることにしたわけです。このスライ
ドの緑色の線は県の拠点のインとアウ
ト、青い線は市町村の拠点のインとア
ウトです。緑色の線を調べるために県
の拠点に行きました。岩手県の場合は
岩手県庁災害対策本部の安全課に保存
してあるたくさんの記録を写真でパチ
パチ撮ってきてそれをデジタル化する
という作業をしました。
　ただし、支援物資の流れを示す完璧
な情報はありません。災害対策本部に
行っても情報の抜けや欠落がたくさん
あります。ですから１つの情報源だけ
ではなく幾つもの情報源からできるだ
けたくさん情報を収集して、多数の情
報を融合し経験的知見を援用して全体
像を把握しようと試みています。
　このスライドは、我々が収集してい
る複数のデータをリストアップしたも
のですが、今ご説明した１番目のデー
タ以外にも、２番目は全国都道府県か
らの支援情報、３番目は政府の支援情
報、４番目が自衛隊、５番目が米軍、

６番目が諸外国のデータです。７番目
は石巻だけですが、石巻赤十字病院の
定性的なデータで、各避難所が今どん
な状況にあるのかを発災当時から調べ
ているデータです。これら１～７の情
報を合わせて全体像を描こうとしてい
ます。
　これが岩手県の災害対策本部の食の
安全課に行った時に撮影したものです。
緊急支援物資の流れを示す資料がファ
イルされていて、何回か行きましたが、
手書きの伝票が５月の連休明けに行っ
た時には約 6,000 枚あったと思います。
記録としては３種類あり、搬入（イン）
の記録、搬出（アウト）の記録、それ
から被災地からこんな物を送って欲し
いという要請の記録です。この３種類
の手書きの物をまずはデジタル化しま
した。生データをデジタル化するのが
大変な作業で、東北大のボランティア
の学生だけではとても間に合わないの
で、全国の大学、地元のコンサル等々
のありがたいご協力もいただきました。
　デジタル化してもまた次が大変で、
今度は品目をコード化します。例えば
手書きで水と書いてある場合もあるし、
飲料水あるいはペットボトルと書いて
ある場合もあります。それらをまずは
デジタル化するように頼むと、書いて
ある通りをデジタル化するものですか
ら、その後１つ１つ我々が意味を考え
て、これは飲料水だとかこれは風呂に
使う水だとか、いちいち仕分けをして、
JIS の品目コードをはめていくという
作業をしています。
　さらに大変なのが単位と量です。単
位がまちまちで、たとえば飲料水の量
の単位も、ペットボトル何本という場
合もありますし、何箱とかトラック１
台とか、そんな単位も書かれています。
そうした場合には、ある基準を決めて
単位や量を推し量りながら記録を作っ
ているところです。そこまでできれば、
後は可視化をします。現在のところは
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品目のコード化と、単位、量を整備し
ている段階です。
　これは岩手県に入ってきた飲料水の
累積量を示しています。期間は３月
11 日～４月４日頃です。最初の約３
週間の間に 120 万リットル程度が岩手
県の中に入っているということで、避
難所にいる方々の人数で割ってみると、
１日約１.5 リットル程度の飲料水が一
人当たりに供給されたという計算にな
ります。
　同じ飲料水の量を宮城県について書
いたのがこの図です。３月の発災当初
から４月末頃まで書かれていますが、
線が２種類あります。県経由の場合と、
直接市町村の物流拠点へ送られた直送
です。合計してやはり被災者の数で割
ると、岩手県と同じくらいになり１日
1.5 リットル／人程度になります。こ
のような図を飲料水だけではなく、そ
のほかの物資についても書こうとして
います。
　これは先ほど申し上げたいくつかの
データの中の７番目にあった石巻赤十
字病院のデータをグラフ化したもので
す。石巻赤十字病院は（石井先生が）
NHKのテレビなどに出て有名ですが、
発災当時からチームを編成して、避難
所が今どういう状態にあるかを定性的
ですが聞いて回っていました。３月
11 ～ 14 日頃の定量的な記録はあまり
残っていないので、かなり貴重な記録
だと思っています。
　解析手法ですが、我々は４つの視点
から解析しようと考えております。ま
ず１つ目がMODEで、車やドライバ
ーあるいは燃料供給がどうだったかと
いう視点です。２つ目が LINK、これ
は道路・鉄道等のインフラがどのよう
な状況であったのかという視点。３つ
目がNODEで、避難所や物流拠点に
おける荷物の仕分けや在庫管理などが
どういう状況にあったのかという視点
です。最後に INFORMATIONで、

支援物資の供給者、運搬者、各物流拠
点、避難所等の情報の流通に関する視
点です。実は私のこれまでの研究は車
の流れが主で、渋滞や交通事故などを
中心にやってきました。したがって、
物流についてはこれまで殆どやったこ
とがなくて、今はいろんな方々からそ
の知恵を拝借しながら汗をふきふきや
っています。
　いろいろな方々のご意見を聞いてい
ると、NODEの問題が今回はかなり
大きかったのではないかと思われます。
物流拠点には物がどんどん入ってくる
のですが、拠点に物が溜まってしまっ
て、その先が進まないということです。
考えられる原因は多数あると思います
が、たとえば、運ばれてくる支援物資
の荷姿がまちまちであったこと、いく
つもの品目が混載されてしまっていた
こと、何が運ばれてくるのか情報が来
ないので十分な受け入れ態勢ができな
かったこと、在庫管理や仕分けの経験
が不足していたことなどでしょう。商
業物流でも同じで、ヒアリングに行き
ますと、配送センターで効率的に店舗
別に仕分けをする所が重要なのですが、
今回はその配送センターが被災してし
まいました。配送センターは高度にオ
ートメーション化されていて、機械が
損壊して電力がストップしてしまいお
手上げだったということでした。した
がって、物の流れは緊急支援物資も商
業物流もそうですが、NODEにおけ
る仕分け、在庫管理などが、スムーズ
なものの流れを左右していると考えら
れます。災害時については、物流だけ
の話ではありませんが、効率性と冗長
性のバランスをどう取るかという問題
がここにもあると思います。
　緊急支援物資の拠点や配送センター
で、これからどういう対応ができるか
についてですが、いかに適切かつ迅速
に初動対応が行えるかというのが１つ
目です。発災直後では、各自治体の職

員が対応する時期があるのはやむを得
ないことだと思います。その時に備え
て、物流プロの在庫管理や仕分けなど
のノウハウをマニュアル化したり、訓
練したりして自治体の方々に教育して
おくことはできないものでしょうか。
あるいは物流のプロをいち早く現場に
送るために、予めどういうプロがどこ
の物流拠点に行くということを決めて
おく、専門家を登録しておくなど、考
えられるのではないかと思います。
　２つ目に、多様な伝票と書いてあり
ますが、雑多な様式の手書きの伝票を
共通様式に標準化しておくだけで相当
手間暇が省けるのではないかというこ
とです。このあたりは ITS の技術を
使うと、よりいい物ができるかも知れ
ませんが、最低限様式の統一などあり
得ると思います。また、多様な荷姿や
複数品目の混載で大変困ったという声
が多いようです。１つの箱にいろいろ
な物が入っていると、仕分けるのが一
苦労だったということを聞いています。
このあたりも何か対応ができないか考
えています。
　商業物流の話になりますが、配送セ
ンターのロバスト性を上げるために、
業界全体で配送センターを共同化しよ
うという取り組みも考えられているよ
うです。それからベンダー側に配送の
機能を持たせることも考えていると聞
いていますが、業界の方々はどのくら
い実行性があるものか、これから協議
していかないと分かりませんというこ
とでした。
　もう１つ提案したいのは、高速道路
や道の駅の一層の活用です。道の駅は
今回も相当活用されましたが、もっと
いろいろな意味で災害対応ができたの
ではないかと思います。高速道路の
PAや SAは、第一にスペースがふん
だんにあります。それから予め非常用
の電源を確保しておいたり通信機能を
確保しておいたりもできます。ガソリ
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ンスタンドの給油の設備も整っている
所が多いということで、緊急用の物資
の備蓄、燃料の備蓄、それから衛生設
備、これらを予め備えておくことが可
能な場所だと思います。
　実は私も３月 14 日、15 日頃でした
か、物が届かないということだったの
で、東大の方々と、まだ高速道路が生
きているのだから SAや PAを使って
物流の拠点にしたらどうかという提案
を、官邸に上げたことがあります。た
だ私はその時に、SAや PAは屋根が
ない場所ですから、本当に物資の拠点
にできるのかという危惧もありました。
しかし、この写真にある石巻総合運動
公園では、屋根がない場所ですが、自
衛隊が見事に物流拠点にしています。
確か１週間か２週間前に新聞に出てい
ましたが、NEXCOでは SAや PAを
これから防災により活用していこうと
いうことを決断されたように聞いてい
ます。
　避難所の充実ですが、これは私がい
た避難所の写真です。仙台市の片平小
学校ですが、数百人が避難していたと
思います。しかし、この中にストーブ
がわずか３個しかなく、毛布も薄い毛
布が１人１枚配られただけで大変寒い
思いをしました。これがその時の私の
格好ですが、さっきお話したようにシ
ンポジウムをやっていたものですから、
下に背広を着ています。背広では寒い
ですから、その上にジャージを着てセ
ーターを着て、さらにコートを着て数
日間過ごしました。ですから、避難所
には、収容人数に合わせた物資や燃料
を備蓄しておく、通信設備、衛生施設
などを充実させるなどの対策が求めら
れます。
　次が LINKです。ご承知のように東
北地方整備局が極めて迅速に道路の啓
開作業をやって下さいました。国道４
号線を縦の軸として、それから横にく
しの歯のように啓開作業をした、“く

しの歯作戦”で有名になりました。道
路の啓開作業は極めて迅速にやってい
ただきましたが、翻って東北地方の幹
線道路のネットワークを見てみると、
茶色が一般国道でグリーンが高速道路
ですが、高速や幹線道路が途中で切れ
ている所がかなり多いです。今回の震
災で、高速道路を含めた幹線道路のネ
ットワーク化が非常に重要なことであ
ることが再認識されたのではないかな
と思います。震災前は、採算性が重視
されていましたが、それ以外に公平性
や防災・減災を考えますと、幹線道路
のネットワーク化を重点的に推し進め
る必要があると思います。
　一般街路でボトルネックになるのは
交差点ですが、災害時にはラウンドア
バウトが電源の必要がないという点で
有利かもしれません。一定の需要規模
までの交差点については、ラウンドア
バウトの活用も今後積極的に考えても
よいのではないでしょうか。
　次にMODEの話です。MODEにつ
いては、燃料だけではなくドライバー
やトラックの供給などいろいろありま
すが、本日は特に燃料についてだけお
話させていただきます。東京もそうで
したが震災後のガソリン不足は逼迫し
ていました。仙台の場合は４月の頭頃
までガソリンが殆ど手に入らない状態
が続き、何が原因だったのかいろいろ
なことが言われました。要するに供給
不足が問題だったのか、そうではなく、
今までガソリンを少ししか入れなかっ
た人も非常時の対応で満タンにするよ
うな行動にでたため、需要が爆発的に
伸びたという需要の問題だったのか、
このあたりについて東北大で考えたこ
とをご紹介します。
　このスライドは地震直後に東北地方
の製油所や輸送所が壊滅的な状態にな
ってしまったことを表わしています。
これは石油連盟のホームページから取
りましたが、太平洋側の製油所、輸送

所は全部赤です。日本海側も秋田や青
森の輸送所が機能していません。３月
12 日がこういう状態ですが、17 日、
20 日になってくるとだんだん回復し
てきました。これも内閣府のホームペ
ージから取りましたが、東北地方への
石油製品出荷量が昨年同日と比べてど
の程度であったのかを表しています。
横軸が日付です。青い線を見ていただ
くと３月の 23 日、24 日頃になると、
ほぼ昨年並みの供給量にはなります。
それ以降は昨年以上の供給があるので
す。しかし仙台では３月 23 日にガソ
リンが手に入ったかというととんでも
なくて、４月にならないとなかなか購
入できない状態が続いておりました。
どうしてかですが、我々の仲間の１人
の赤松教授がこんなことを言っていま
した。この図は、横軸が日付で縦軸が
ガソリンの供給量の累積です。３月
11 日から暫くは供給がまったくなく
て、このあたりから供給量が伸びてい
ます。確かに３月 20 日を過ぎますと、
供給の傾きは通常の需要の傾き（緑）
とほとんど一緒になりますので、３月
23 日ころには、その日の供給量とい
う意味では正常時の需要とほぼ同じ程
度になります。けれども累積で考えま
すと、こういった所に空白期間がある
ので、ある日の供給量が昨年並みにな
ったとしても累積の需要には追いつか
ないということだ、と我々の間では考
えております。やはり１週間でも空白
の期間があると、その間の需要を満た
すためには 100%以上の供給量がない
となかなか追いつかないということだ
と思います。
　それから INFORMATIONについ
てですが、特に情報の収集と伝達が問
題だと思います。特に発災直後は情報
の欠落が甚だしく、今後に大きな課題
を残したと思います。まずは被災地の
状況がわからない。物資を届けたくて
も必要な人数や、どのような物が要る
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か分からないということが言われてい
ました。物流の専門家で東京海洋大学
の苦瀬先生にいろいろなアドバイスを
いただきましたが、詳細の把握は後回
しにして、プッシュ型・セット型で対
応するべきだと言っていました。要す
るに現場の状況が分からなくても、こ
ちらからどんどん送れということです。
住んでいる人数などは予め大体わかり
ますし、どこがどのくらい浸水したか
もおおよそ把握できます。それに基づ
いて、各避難所に身を寄せている方々
の人数と、何を欲しがっているだろう
ということを、こちらで想像して、そ
れらをパックにして送るというやり方
が、発災直後は必要だということです。
　発災後少し時間が経ちますと、物流
ロジスティクスもだんだん回るように
なってきたのですが、物資の発地と中
間の物流拠点と被災地間で、情報のミ
スマッチが結構あったと聞いています。
要は入荷や出荷のタイミング、品物の
量や中身が状況によって変更されるこ
とが多いのに、そういう情報が、受け
入れ体制をとっている方にはきちんと
伝わらない。予定とは違う物が違うタ
イミングで入荷されてしまうというこ
とが多々あったと聞いています。この
あたりについては私も通信のプロでは
ありませんので、あまり具体的なこと
は言えませんが、要するに情報を収集
したり伝達したりする機器というのは
たくさんあります。たとえば、交通セ
ンサーだったら車両感知器やプローブ、
ヘリの画像など、いろいろあります。
また、通信手段としても、ワンセグや
インターネット、携帯やエリアメール
など多数存在します。そういったもの
をどういうふうに組み合わせて情報の
収集と伝達に当たるかというグランド
デザインが、これから必要だと思いま
す。その時のキーワードは、災害時だ
けでなく、平常時にも使えるもの、さ
らに先ほど申し上げた効率性と冗長性

との両面のバランスをどう取るかだと
思います。
　以前に、この話をしていた時に１つ
の案が出されたのでご紹介しますが、
これは埼玉大学の通信の専門家の長谷
川孝明教授が作られた図です。このよ
うに瓦礫になってしまった所で、どう
やって連絡をお互いに取り合うのかと
いうことを私が質問しましたら、彼が
「バルーン一発だよ」と言うわけです。
基地局機能を持たせた機械に太陽電池
を積んでバルーンを何カ所か上げると
いうことです。それらが基地局になっ
て携帯電話で通信できるようになると
いうわけです。津波に襲われた地域は、
まさにこの写真のような状態で、基地
局も何もかもすべて流されてしまいま
した。そういう場合にはこのようなバ
ルーンで基地局をどんどん上げればい
いのではないかという提案です。バル
ーンだけで上げるのではなくて、例え
ば生き残っているコンクリートのビル
の上にポータブルな基地局を置くとい
うことでもいいかと思います。その他
にも、とくに基地局を必要としないア
ドホック通信ネットワークも提案され
ています。車々間通信を使ったセンタ
ーレスプローブも１つのアドホック通
信の仲間かも知れませんが、バルーン
一発も含めて、このあたりは通信屋さ
んに良いグランドデザインを作ってい
ただきたいと思っています。
　あともう１つ INFORMATIONに
ついて申し上げたいのは、多様な情報
の迅速なる融合です。津波ではここに
ありますような様々なシミュレーショ
ン技術、解析技術があります。災害に
ついてもこういう地震が来たらどこが
どのくらい土砂崩れする、浸水すると
いう解析技術を持った方々もおられま
す。災害が起きた時に交通状態がどう
なるのかという技術もあります。ただ、
こういった津波といった自然現象、災
害、交通という社会現象を、迅速に融

合するような世界がまだないような気
がしています。やはり大震災が来た時
には、迅速に自然現象や災害と社会現
象を融合した解析をして、それを現場
にフィードバックして有用な情報を与
えるということが必要だと思います。
このあたりが大きな課題ではないかな
と私も感じて、これからの研究テーマ
にしたいと思っています。
　特に交通ですが、これはプローブ情
報から書いた通行可能であった道路の
地図です。これ以外にも、感知器や画
像センサー、ITS スポット、ETCな
どたくさんあるわけで、こういった異
なる情報をどう融合するかが今後問わ
れると思います。さらに、時空間に集
計しない個別移動体の情報の利用につ
いても促進させたいと考えます。例え
ば、震災の時に局所的な情報を取りた
い、あるいは時間的に遅れのない情報
を貰いたいという場合には、時空間で
情報を集計してしまいますと、それだ
け時空間のレゾリューションが落ちて
しまうので、なるべく個別移動体の情
報をそのまま活用するような方向に今
後は持っていっていただきたいと思っ
ています。

3 防災と減災

　ロジスティクスの話が中心でしたが、
最後に少しだけ防災と減災のお話をさ
せていただきます。
　私だけかも知れませんが、減災とい
う言葉は、震災前は実はそんなに聞き
なれた言葉ではありませんでした。防
災は、ある想定値（設計値）という外
力までは防ぐということですが、減災
はそれ以上の外力が来た時にどれくら
い災害を大きくしないかということだ
と思います。これは東北大の奥村教授
が書いた図を参考にしたスライドです
が、縦軸が被害の大きさ、横軸が外力
です。この外力の想定値までが防災の
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範囲です。これを上回る外力が来た時
にどう災害を減らすのかが減災なんで
すが、防災と減災のバランスもいろい
ろとあります。例えば、防災の想定値
を小さくする代わりに減災に注力する
というのも１つの考え方だと思います。
防災と減災にどれだけお金と技術を使
うかということは、今後考えていかな
ければならない大きな課題です。
　私の専門の交通工学は、防災よりも
どちらかというと減災に貢献できる学
問ではないかなと思っています。例え
ば避難や交通制御、先ほどのロジステ
ィクスの物資輸送など、そういったこ
とには交通工学も出る幕が多いだろう
と思います。減災のための交通マネジ
メントのひとつに避難時誘導がありま
す。短時間に多くの人々を非難させる
ためには、どのようなインフラがどれ
ぐらい必要か、避難誘導のための交通
制御のあり方、日常の教育訓練の話な
どを、今少しずつ解析を始めていると
ころです。　　
　私はこれまで、２つの交通シミュレ
ーションを開発してきました。アベニ
ューとサウンドです。アベニューは、
信号交差点が数十個の中規模ネットワ
ークに適用するモデルで、サウンドは、
この首都圏全域の適用事例のように、
非常に大きなネットワークに適用する
モデルです。これらのシミュレーショ
ン技術を使って減災のための交通解析
を進めています。
　これは東京都庁の３月 11 日の庁内
の様子と、ホンダのプローブ情報から
得られた震災当夜の東京都内の交通状
況です。地震が発生するとだんだん都
内が、渋滞で真っ赤になっていき、最
後は皆さんご苦労されたと思いますが、
車での移動はほとんど無理で、10 キロ、
20 キロを歩いてお家に帰った方々も
たくさんおられると思います。こうい
ったグリッドロックが東京都内では起
こりましたし、仙台でも起こりました。

グリッドロックは車同士がお互いにお
互いをブロックして全く動かなくなる
状況ですが、どうやって回避したらよ
いかについては、あらかじめ検討して
おく必要があると思います。
　右側の図は仙台の海岸部において、
避難所をどこに設けて、道路インフラ
をどのくらい増すと、どのくらいの時
間をかけて避難所まで行くことができ
るかをシミュレーションしてみたもの
です。コントロール変数は、需要の大
きさだけでなく、避難所や避難ビル、
道路や公共交通機関インフラの容量と
密度など、多数考えられますので、各
地域におけるそれらの設計に貢献でき
ると思います。
　このスライドは、最近始めた歩行者
シミュレーションです。真ん中にある
のが避難ビルで、そこに人々が避難し
てくるのですが、避難ビルの配置や出
入り口の設計などが解析できます。そ
れから右側のシミュレーションは、あ
まり動きが分からないかもしれません
が、東北地方全体の交通シミュレーシ
ョンです。このような広域のネットワ
ークのシミュレーションによって、例
えば先ほどの緊急支援物資やガソリン
などの広域的な供給の在り方や、支援
部隊のアクセス経路などについて、事
前評価できます。
　このスライドは、シミュレーション
の今後の方向性をまとめたものです。
現在は、一番上にあるような交通だけ
のネットワークを考慮したモデルです
が、これからはそれに加えて情報とエ
ネルギーの流れもあわせてお互いにイ
ンタラクティブに関係する様をシミュ
レートする必要があると思っています。
そうしないと、情報のネットワークを
整備した時に、交通やエネルギーにど
うそれが影響するかというのが明示的
に分からないモデルになってしまいま
す。
　それからこれはいろいろな所で言っ

ていることですが、災害時に限らず交
通関連の解析をする時、散在している
多様なデータを使うことになりますが、
複数のデータを組み合わせて使うこと
がかなり時間と労力のいる作業になっ
てしまっています。このような課題は
わが国だけではなく先進諸国も同じよ
うな悩みを持っておりますので、国際
連携プロジェクトを発足させて、国際
的な交通関連のデータベースを作りつ
つあります。もしご興味があれば、ウ
ェブサイトを覗いていただければと思
っています。
　以上、今日のプレゼンは緊急支援物
資のロジスティクスと減災についてで
した。今後予想される大災害への備え
としていろいろなシステムが作られて
いくと思いますが、その時の留意点は、
①災害時だけでなく平常時でも使える
ようなシステムであること、②効率性
と冗長性のバランスを保つシステムで
あること、そして③要素技術だけでは
なくシステムとして社会に展開してい
くための環境づくりも並行して行うこ
とであると思います。
　以上、大変雑駁でしたが私の話をこ
れで終わらせていただきます。ありが
とうございました。
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1 はじめに

　御紹介にあずかりました岩手県に出
向しております平井と申します。どう
ぞよろしくお願いいたします。３月ま
では県道整備部長という職にいて、発
災当時はそういう立場で対応しました
が、今は復興局にいて主として復興計
画を立てる、あるいはそれを進捗管理
するという立場の職です。今日はスラ
イドを用意しましたが、その縮刷とい
うか、エッセンスにしたのがお手元に
お配りしています冊子です。

2 岩手県の復興計画

　まず岩手県そのものや被災の概要を
少しだけ触れますと、沿岸 12 市町村
ありまして、岩手県の人口 130 万の内、
約 27 万人がここに居住していました。
大きな被害を受け、被害額については

政投銀が推計を行っていて４兆 2,000
億円余りです。人的被害ですが死者
4,665 人、行方不明者が 1,428 人です。
　まずは、支援がすごく集まったとい
うことです。1,500 件を超える支援物資、
500 億近い義援金、あるいは寄付金で
52 億。それから銀河プラザという岩
手のアンテナショップが昨年の２倍の
売り上げを記録しているという、これ
はもう善意以外の何物でもないと考え
ています。
　県がつくった復興計画ですが、４月
11 日に発災１カ月で復興委員会を設
置しました。６月に基本計画の案を策
定し、パブコメ等をして８月 11 日に
議会で承認議決をいただきました。構
成としては復興基本計画と実施計画に
分けています。メンバー表をつけてい
なくて恐縮ですが、県で復興委員会を
組織しました。委員長は岩手大学の学
長さんですが、あとの委員は漁協や農
協、あるいは商工会の代表の方にお集
まりいただいて、技術的な専門委員会、
あるいは総合企画というのは起草委員
会ですが、各界の専門家の方に全国か
らお集まりをいただいたという構成で
始めました。
　計画をつくる意義ですが、１つは当
然、計画自体はなければいけないです
が、市町村でもこれから策定するだろ
う復興計画のひな形になるのではない
かと思います。これから国に対してい

ろいろな事業の要望をしていかなけれ
ばいけないのですが、そのベースとな
るものという意義を意識して始めまし
た。復興期間は８年間、計画期間です。
その中を３期に分けている構成です。
スローガン、イメージを掲げています。
安全の確保、暮らしの再建、なりわい
の再生という、この３つをやらなけれ
ばいけないということで、いろいろな
施策をこの分野に分けています。
　本県の復興計画の１つの大きな特徴
は、まちづくりについて多くの章を割
いていることです。基本的な考え方は、
海岸防災施設とまちづくりとソフト対
策で多重防災型のまちづくりをします。
すなわち海岸防災施設だけでは守りき
れない、守れなかったという事実と、
かねてから減災という考え方は防災学
の分野で叫ばれていたことかと思いま
すが、そういう考え方も取り入れるべ
きではないかということです。３つの
対策のどういうものがあるかというツ
ールも示しました。
　いろいろな被災のパターンがあるの
ですが、そのパターン図を示しました。
海岸防災施設があって、その近くはあ
まり人が行かない、ないしは住まない
公園や農地で、さらにもう１線あって、
その背後に商業地や居住地が配置され
るべきだろうという概念です。実際に
ある都市の、高速や鉄道の配置を参考
にしてなるべく精密さを競うというこ
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とでこの図をつくった次第です。つく
ってどこのまちかわからないデフォル
メをし、パターンとして示しました。
　今のパターンが完全に壊滅的に都市
域がやられた、例えば陸前高田のよう
な町のことです。これは大船渡のよう
に半分くらい残っている場合です。浸
水しなかった地域は住宅地や商業地が
残ってそのまま生かしながら、浸水し
た地域は工業系の土地利用に順化して
いこうということです。これは漁村で
す。リアス式のあるいは隆起海岸の漁
村はなるべく高地に移転しましょうと
いうことです。居住地は高地に移転し
て業務地に降りていくという生活では
ないかということを示しています。
　それから、安全、暮らし、なりわい
をさらに 12 の分野に細分化して、い
ろいろなプロジェクトを特定していま
す。例えばがれきの早期撤去や、撤去
の次に焼却を含む処理がやってくるの
ですが、大まかな行程表をこういう形
で示しました。今どういう撤去状況か
というのは、後で出てまいります。
　もう１つは先ほど川瀧さんの説明に
もありましたが、災害に強い交通ネッ
トワークの整備をしなければいけない
ということをうたっています。復興道
路ですね。海岸線 250 キロあまりの計
画です。横方向は宮古と盛岡の間、そ
れから釜石と花巻の間です。宮古の方
は地域高規格です。釜石、花巻の間は
高規格の道路が計画されていますが、
縦方向は 22％の開通率で、横方向は
約 40％の開通率です。宮古、盛岡は
1.4％という大変整備が遅れていた状
況で、本県としては５年以内に一気に
整備してくださいという強烈なお願い
をしています。復興支援道路や復興関
連道路や、県で管理している３桁国道
の道路についても、やはり今回まさに
復興支援道路として役に立っています
ので、重点的な整備をしていこうとい
う路線です。

　インフラの部分では、暮らしの再建
ということで復興住宅、応急仮設住宅
の整備や、それに続く災害公営住宅の
整備を工程表は示しています。阪神の
ときの反省にも立って、コミュニティ
ベースで応急仮設に入ってもらって、
それがさらに最終的な復興後の地域コ
ミュニティにも行くという概念です。
　それから、なりわいは産業再生です
が、これも工程表をつくっています。
やはり一番岩手県沿岸で重要なのは漁
業で、111 港ある漁港のうち 108 港が
被災をしました。1万 4,000 隻ある漁
船の内約９割が流されたという状況で
すから、当面は漁協を中心として設備
を一括で整備し、個々の漁業者に貸し
出して、漁業者がグループで漁をする
ということで何とか始めてもらえない
かを、今お願いしています。その結果
は後でお知らせします。
　二重債務、これは御存じの方も多い
かと思います。優秀な業者ほど設備投
資をしていて、それが今回ガバッと流
されたというので、その設備の債務が
残っている内に、また新しい工場なり
を建てなければいけないという状況に
ある。そういうことを二重債務と言い
ますが、相談センターや機構で銀行が
持っている債権を買い取って、より緩
い条件で事業者に返済をしてもらう、
そういうスキームを県独自につくり、
機構は 11 月中を目標に設立を期して
いるというところです。
　これはいろいろな仕事をオーダー的
に、しかも象徴的な位置づけにあるプ
ロジェクトとして５つぐらいを挙げて
います。研究交流拠点の誘致や、エコ
タウン、それから伝承というのは津波
が来たら逃げるという意味の伝承です
が、そういう伝承まちづくりや産業振
興、あるいはＮＰＯをより活用した新
たな交流による地域づくりという概念
をプロジェクトとして入れてきていま
す。

　１つだけ例を申しますと、三陸の研
究交流拠点ですが、岩手の沿岸はもと
もと海洋や水産に関する東大あるいは
北里大学の研究所ないし校舎を立地し
ていただいていました。今回被災を受
けた沿岸の中で一番密度が高いと思い
ますが、そういうものも壊滅的にやら
れています。復旧すると同時に内陸で
すが国際リニアコライダー（ＩＬＣ）と、
これはとてつもないプロジェクトで
8,000 億ぐらいのプロジェクトだろう
ということです。かねてより岩手県が
主張していましたが、そういうものを
入れ込んで一大研究地域にしたいとい
う構想を打ち上げています。ＩＬＣに
ついては、とりあえず３次補正で調査
費がついたという段階です。
　復興の進め方という章を設けていま
すが、計画進行管理、マネジメントサ
イクルをきちんと行って、計画のつく
りっぱなしではいけないということを
復興委員会からも強く言われました。
それで計画ができた後、この 10 月に
再度復興委員会にかけた概念がこれで、
３段階でマネジメント管理をしていき
ます。復興に関する意識、それから復
興の客観的な状況。商店の再開状況や
就業状況、あるいはもっと直接的なプ
ロジェクトの進捗状況。これを３段階
で進捗管理をしていきます。これは県
がもともと持っている長期計画の評価
とのバランスというか連携という概念
です。県民意識調査や復興で、人々の
活動状況やインフラの復興状況を総合
的にあらわす指標をこのほど開発され
ていますので、それと連携して進めて
います。
　次に進捗状況です。津波防災技術専
門委員会という復興委員会の下の委員
会を使いまして、岩手県の 24 の海岸
の堤防の高さを決めました。これは、
いわゆるＬ１対応です。百数十年に１
度の津波に対応する堤防の高さに合わ
せて、そういうときはどうやって抑え
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るのか。それがこの赤い帯ですが、ブ
ルーの所は従前の計画高です。それよ
りはほとんどの地域で高くなっていま
す。黄色い点が今回の津波の痕跡高で
すので、ほとんどの地域で今回の津波
よりは低い堤防高の設定をしたという
ことです。黄色い点をまともに追いか
けますとほとんど 20 メーターの堤防
になるということで、それも非常に現
実的ではないのかなと考えています。
　今回クラスの津波が来て市街地が浸
水するということが想定されますから、
いろいろな道路のかさ上げなどを使っ
て、あるいは高台においては地盤のか
さ上げを考慮したまちづくり、それか
ら逃げるというソフト対策で総合的に
死者を防いでいくということです。今
回クラスの津波が来ても、財産の被害
はあるかもしれないけれども死者はゼ
ロという考え方です。湾口防波堤とい
うのが非常に大きな要素かと思います。
久慈、釜石、大船渡は湾口防波堤があ
って、久慈は建設中で平成 40 年の完
成で、釜石、大船渡はもうできていた
のですが大破しました。それを早く復
旧ないし建設してくださいというのが
今後の県としての大きな要望事項にな
ろうかと思います。
　それから市町村の復興計画策定の支
援も行っています。主としては人的支
援ですが県の人間も市町村に出向して
いますし、ＵＲですとか国交省の人た
ちが助っ人として来る、あるいは採用
されてすぐ出向で来るなどがあります。
交通ネットワークのことについては３
次補正で、約 721 億円国費でつきまし
た。概算要求では 1,088 億円要求して
いるということです。その前提として
先ほど御紹介しましたルート全部につ
きまして新規事業化が妥当という結論
をいただいています。
　一番下ですが、岩手の沿岸は全部鉄
道が通っています。その約半分は第３
セクターの三陸鉄道ですが、３分の２

が今は不通になっています。これを
26 年４月の全線復旧を目指し工事が
進められています。なお、そのほかの
一環はＪＲですが、まだ具体的な復旧
工程は全体としては示されていません。
　これが市町村の復興計画の進捗状況
ですが、沿岸 12 市町村の中で７市町
村と書いてありますが８市町村です。
先だって７日に野田村でもできました
ので、８市町村で一応復興計画が策定
済です。ただその中身の濃淡は非常に
あって、具体的な土地利用まで書き込
んでいる所もあれば、非常に悪く言え
ば文章だけという所もあって、今後そ
の具体的な土地利用計画に落としてい
くまでにはかなり差があるのが現状で
す。
　がれき処理ですが、23 年７月まで
に生活環境に支障が出る災害廃棄物は
概ね移動が完了しました。ただ移動さ
せたというだけであって最終的な処理
までは至ってないですが、最終処理は
26 年３月までに完了するよう取り組
みを進めています。それには広域処理
というのが前提にありまして、先だっ
てテレビでもかなり出ましたが、宮古
市のがれきを東京都で受け入れていた
だいて焼却が始まっています。
　これは生活環境からどれくらい排出
したかというパーセンテージで、各市
町村 100％の所が多いですが、大船渡
がまだ 76％ということで、むしろ危
惧される数字がところどころにあると
見るべきだと思います。これらの処理
の一般論ですが、既存の焼却場で処理
をするのがこのフローです。太平洋セ
メントが大船渡に大きな工場を持って
いて、そこで受け入れていただくのが
12 月から始まる予定です。それから
仮設焼却炉を増設するというのが、２
市ほどで計画をしていて、今年度中に
は稼働させたいということです。あと
は先ほどの広域処理です。
　市民生活の状況ですが、ブルーの線

は避難者です。10 月７日にすべて解
消と書いていますが、８月 12 日の段
階でこの帯は仮設住宅の数ですが、
１万 4,000 戸弱の仮設住宅が完成をし
ています。したがって実質的には収容
する体制は８月にできたということで
す。それから今現在、仮の住まいにい
らっしゃるのはどういう方たちかとい
うと、応急仮設住宅にいらっしゃる方
が１万 3,000 戸、民間賃貸、いわゆる
みなし仮設と言われるものですが、
3,300 余り。雇用促進住宅が 800 余り、
それから公営住宅に被災者として移ら
れてきて家賃が無料の方が 174 戸、合
計１万 7,000 戸余りがいらっしゃって、
これプラス親類のお宅に身を寄せられ
ているという方、その数ははっきり把
握できていないのですが、約２万戸の
方々が今は仮住まいにあるだろうと推
計をしています。
　これは仮住まいをしている方々のケ
アのことを言っていて、コミュニティ
の形成や支援員の派遣、相談センター
などを行っています。仮住まいをして
らっしゃる方はいつか本住まいに行か
なければなりません。一番重要なのは
公営住宅を幾つ建てなければいけない
かで、２万戸に対して 4,000 ～ 5,000
と見積もっています。アンケート調査
を何回か行い、大体２割の方が公営住
宅を当てにしたいということだったの
で、そこからきています。この 4,000
～ 5,000 を県と市町村でこれから分担
して建設する仕事をしていかなければ
いけません。そのほかは民間が 9,000
～ 9,500、それから民間賃貸の方が
3,000 ～ 3,500 という推計です。
　「いわての学び希望基金」は県独自
でつくっています。これは災害遺児な
いし孤児、両親失った方を孤児と言っ
て、例えば小学校であれば月額１万円、
高校であれば３万円という補助をしま
す。さきほど川瀧さんの御紹介にもあ
ったのですが、岩手県では学校にいて
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亡くなった、あるいは大けがをした児
童・生徒はゼロだったというすばらし
い結果があります。たまたま家に帰っ
ていて亡くなったお子さんはいるので
すが、それだけに今問題となっている
のはやはり遺児・孤児の問題です。県
としても養子縁組には最大限力を入れ
ていますが、とてもそういう数では間
に合わない、100 組を超える単位で遺
児・孤児がいるだろうと言われていま
す。
　「なりわいの再生」では、漁業の再
生です。岩手県には 24 漁協、111 漁
港ありますが、泊地・航路の利用は一
応全部で可能になっていて 19 漁協で
養殖施設の整備促進が始まっています。
定置網は約半分が再開、13 市場の内
12 市場が開場しています。
　これは壊滅的に港がやられている中
での今年の夏頃の宮古の写真ですが、
競りなんかも始まっているということ
です。秋サケの漁獲で言えば昨年の約
６割の漁獲を記録しています。かなり
復興してきているのではないかという
見方をされるのですが、さにあらずで、
やはり水産業の両輪になる漁業と流
通・加工業の一体的な再建が必要です。
漁業の水揚げは何とかできるけれども
流通・加工ができないということです。
とった魚をすぐトラックに入れて他県
に運んで売っているのが実情です。通
常であれば大きな冷蔵施設があって、
そこにためておいて出荷するというこ
とですが、それができない状態で大変
な苦労をしていると。競りなんかも屋
根がない市場でやっているという状況
です。
　これはさきほどの二重債務問題です。
相談センターが 10 月７日に開所した
ということと、肝心の産業復興機構の
設立が 11 月 11 日に行われたというこ
とです。経済産業省のグループ補助金
というのがあって、被災した企業はグ
ループで一緒の敷地に生産設備を仮設

でつくったりしますと、つくるという
企画に対して補助がいくという、非常
に人気がある補助金です。これをもっ
とふやしてほしいという要望をしてい
ます。
　取り組みを進めるうえでの共通的な
課題とで、最近の知事の要望の中でも
一番中心においていることですが、専
門的知識を有する方々の協力が必要で
す。まちづくりや災害公営住宅の建設
とハード事業を担う技術者、被災者の
心身の健康を守るソフト事業を担う人
材などですが、とりわけ我々に近い分
野を見るとまちづくり、あるいは災害
復旧の技術者が大幅に不足します。も
う災害復旧に関しては不足している状
態で、大車輪でやっていますが、今後
まちづくりについて市町村の復興計画
が出来上がり、それが都市計画などに
ブレークダウンされて、さらにそれが
都市計画事業で復興あるいは防災集団
移転などの事業が立ち上がると、多分
今の数倍規模の市町村の建設課の人数
が必要だろうと見込んでいます。どう
確保するかが、来年度、あるいは来年
頭頃までの大きな課題になっています。
　復興していくいい材料もあり、平泉
が文化遺産に登録されたということで
知事も平泉復興宣言を出しています。
それからＪＲのディスティネーション
キャンペーンが来年４月から岩手を題
材にしていただけるということです。
これを最後に入れさせていただいたの
ですが、この寒々しい景色が今の現実
です。これは釜石市の北の方の鵜住居
という所で、住宅地がびっしりあった
所ですが今は焼け野原のようになって
います。実はこれは道路ではなくて三
陸鉄道の線路なのですが、まだ車が行
き来しているような状態です。これは
釜石市内の商店街でこういう所が大破
しているわけです。ここは呉服屋さん
でやっと業務を再開し、偉いなあと思
って写真を撮ったわけです。これは釜

石市内の漁師まちのような所ですが、
土曜日か日曜日でしたが全く人けがな
く入居している気配がない状況でした。

3 おわりに

　いろいろと前向きのことを言いまし
たが、被災地はまだこれからです。さ
きほど川瀧さんも風化してしまうのが
怖いというふうにおっしゃいましたが、
まさにそのとおりで、我々も事あるご
とに、あまり明るいことを言うよりは、
現実を見てもらおうということも考え
ています。
　雑駁でしたが、私のプレゼンは以上
です。ありがとうございました。
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1 はじめに

　本日は、会員の皆様方がたくさんい
らっしゃるので、私が直接担当してい
るというよりも、道路局全体として久
しぶりに新しい政策的な議論を始めた
ので、概要を簡単にご紹介したいと思
います。

　道路審議会という審議会があります
が、高速道路のあり方を検討する有識
者の委員会で議論が行われています。
　今、全体としてどんなことを議論し
ているかですが、今までは車を主役と
して整備・管理してきた道路を、人や
自転車も含めた多様な新しいモビリテ
ィが共存できる道路空間にしていくた
めにはどんな仕組みが必要だろうかと
いうことです。
　これまで整備してきた道路空間を、
例えば駐車違反や沿道の施設が立地す
ることによってせっかく作ったバイパ

スがどんどん渋滞して速度が遅くなっ
てしまう、ということに対応していく
仕組みが必要ではないかということ。
また新たな価値を創造ということで、
道路空間のオープン化、道路の上空主
体に建物をたてたり、オープンカフェ
を作ったり、新しい道の文化を作り出
すということ。東日本大震災もありま
したが、防災も含めた国土の信頼性を
確保していく政策の話。あり方委員会
でやっている内容で高速道路のネット
ワークのあり方、あるいは負担のあり
方をどうするか、高速道路の料金を今
後どのように考えていくか。道路政策
を効率的に推進していく、特に多様な
モビリティが共存できる新しい道路の
使い方に向けてどんな合意形成の手法
が必要か。あるいはユーザーの視点に
あったことを、全体として議論してい
るということです。

2 高速道路のネットワーク

　最初は、あり方委員会でも議論して
いる、高速道路のネットワーク・料金
の話が中心になります。
　ご存知の方も多いと思いますが、ま
ずネットワークのあり方を考えていく
ときに、今のネットワークがどうなっ
ているかという簡単なものです。
　昭和 62 年に１万４千キロというネ
ットワークの計画が作られて、（緑の

部分がもともとあったもの）それ以外
の色が 62 年に追加になったものです
が、１時間以内に全国の高速道路ネッ
トワークにアクセスできるようにしよ
うと。そしてその達成の状況はどうか。
元々 21 世紀の初頭に１万４千キロを
完成しようとしていて、現実は７割程
度（１万キロ程度）の整備の状況にな
っているのが現状です。
　図面で見たものですが、（真ん中が、
今現在、緑の部分）人口カバー率で
95%が高速道路に１時間以内でアクセ
スできるという達成状況になっていま
す。これから新しい道路のネットワー
クを考えた時に、どんな要素を考えな
ければいけないかということで、当然
ながら人口の高齢化・人口減少がある
わけですが、今、重要なことの１つと
して、貿易構造が大きく変わってきて
いるということがあります。
　中国の経済は過去 20 年間で５倍近
く、日本は 1.16 倍で、2010 年だと過
半数がアジアとの貿易という現状にな
っていますので、こういったところに
気を配りながらネットワークを考えて
いく必要があるということです。
　以上、説明してきましたが、経済社
会の変化と今後の展望ということで、
どんなことを考えていかなければいけ
ないかということ。それからもう一つ
は、東日本大震災の緊急提言を踏まえ
て、これからの基本的な考え方があり

REPORT
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ます。
　ひとつは人口が減少していく局面で
国土の再編・強化をはかっていく。そ
の時に大都市を中心に国際競争力をど
うやって強化していくか、あるいは、
人口がどんどん減っていく地域社会を
支えていくためには、地域同士で色々
な役割分担ができるような生活圏を形
成していく必要があります。
　大震災がありましたが、国土の信頼
性を向上させていく必要があるという
のが基本的な考え方で、どのような機
能がもとめられるかでは４点あります。
　大都市ブロック中心都市を強化して
いく、ゲートとなる空港・港湾のアク
セスを強化していく、主要都市間の連
絡速度、高速道路サービスの水準を
60 ～ 80 キロ程度にしていく、災害時
にも機能するネットワークを確保して
いく、という機能が求められるのでは
ないかということです。
　大都市の関係ですが、例えば、環状
道路が現在どうなっているかを見ます
と、東京の環状道路は 47%、諸外国
ではほぼ 100%になっているというこ
とで、非常に立ち遅れている現状にあ
ります。
　色々な空港や港湾へのアクセスの状
況ですが、もともと 30 分以内にアク
セスをしようという目標がありました
が、これ自体は最短時間 30 分のとこ
ろで、だいたい主要な空港・港湾はカ
バーされているという現状です。空
港・港湾から実際に高速道路にアクセ
スしようとすると、街の中を通って右
左折が多いとか、やや迂回しなければ
ならないということで、こういったこ
と一つだけで高速道路の利用のされ方
が大きく減ってしまうのが今の実態で
すので、よりアクセスを改善していく
必要があるという現状です。
　60 ～ 80 キロのサービスレベルの確
保ですが、都市間の連絡速度の国際規
格があります。日本 59 キロに対して

欧米諸国７～ 80・90 キロ、中国も 73
キロは確保されているという状況で、
日本は今現在 60 キロ未満が半分以上
ですので、今後も上げていきたいとい
うところです。
　アジアについて冒頭お話しましたが、
日本地図で見ると日本海側の港が重要
となることがお分かり頂けると思いま
す。一方で、日本海側の拠点間のアク
セスの速度は 60 キロ未満が大半を占
めています。アジアとのダイナミズム
を取り入れながら発展を考えていくと
きにはこの改善が非常に重要というこ
とです。
　災害の時に機能するネットワークと
いうことで、一つは東名をみても、災
害で通行止めになってしまう箇所が沢
山あるということで、多重性を確保す
る必要があるということ。今現在の道
路の安全度ですが、紀伊半島、四国の
南あるいは三陸東部の三陸沿岸あたり
は津波のリスクがあるところ、そのほ
か災害で壊れやすい国道がまだ全国に
４割あるということで、きちんと整備
してくことが必要であるということで
す。
　これからどのような形でネットワー
クを整備していくかが、大都市ブロッ
ク中心都市、環状道路を整備するとい
う抜本的な対策、あるいは大都市の流
入部、いつも渋滞するところを改善し
ていくということです。
　それから、路肩の運用を改善する、
渋滞の時に路肩も走れるようにすると
いったような運用の改善、あるいは簡
易なインターチェンジを作るといった
対策を講じて、競争力を高められる基
盤を作る。つなげてこそのネットワー
クということで、どんな形であっても
ネットワークとしてつながっているこ
とが最も重要で、走行性の高い国道も
活用しながら、しっかりネットワーク
を確保していくことが必要であるとい
うことです。

　その他、取り組んでいく課題という
ことで、先ほどのアクセスの強化など
があります。
　以上がネットワークのあり方という
ことです。

3 高速道路の負担のあり方

　負担のあり方に関しての説明ですが、
今の有料道路・特定財源のことを簡単
に紹介したものです。どんどん交通需
要が伸びていくのに道路整備が追いつ
かないという中で、特定財源・有料道
路という仕組みが戦後作られてきたと
いうことです。今の高規格幹線道路の
整備の仕方ですが、有料道路の方式は
利用者の負担をみながらやっていくも
ので、これは７割です。一般国道自動
車専用道路、あるいは新直轄は税金を
使って無料で整備をするというところ
で、全体の３割程度となっています。
　これからどんなふうに整備・管理の
負担のあり方を考えていくかですが、
高速道路の整備・管理の負担は、これ
まで利用者の負担・自動車ユーザーの
税負担を組み合わせて、早期にネット
ワークを完成することを目的としてや
ってきました。その基本は今後も変わ
らない一方で、道路の収益は自動車ユ
ーザーに限らずかなり幅広く、特定財
源の制度みたいなものもなくなってい
く。あるいはどんどん老朽化が進む等
色々な要素を考えれば、もっと幅広い
負担を国民に求めていくことを検討す
る必要があると考えています。
　基本的な考え方として、４点ありま
す。ミッシングリンクの解消というこ
とで大都市部の高速道路を緊急に整備
していくが、基本的に有料でやってい
く。あるいは、地方部のミッシングリ
ンクは多くの交通量が期待できないと
いうことで、税負担によって無料で整
備していく。維持管理のところではこ
れまで、償還（一定期間までに全額借
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金を返す）という考え方の中で、その
後は無料開放するということでしたが、
償還後どんどん老朽化する高速道路が
増えていく中で、この負担をどのよう
に考えていくかが重要になってくると
いうことを議論しています。
　実際の料金の話ですが、今現在の実
際の料金の制度で対距離料金制度がプ
ール制などを背景として、全部一律の
基本的な料金で、１キロ 24.6 円とい
う水準になっています。一方で色んな
水準の基本料金が、大都市近郊あるい
は長大トンネルは少し高い、交通量が
少ないところは少し安いということも
あります。都市部では均一料金、非常
に区間が短くて多くの車が通るという
区間もありますが、均一の料金制度も
あります。
　本四高速道路、こういったところは
また別で、特に海橋部では、橋梁のコ
スト等も踏まえた料金設定になってい
て、非常に色々な料金があるというこ
とです。
　さきほどは基本的な料金ということ
ですが、政策目的として料金の割引は
どうなっているか。会社割引とか色々
ありますが、道路公団の民営化の際に
道路公団のコストを削減して生み出し
た財源で割引をします。利便増進とあ
りますが、３兆円の旧道路公団の債務
を国家で承継して、それを財源にして
平日 1,000 円、休日３割引、深夜割引
等々の割引を行ってきたということで
す。
　それが今現在では、休日 1,000 円と
いう制度を一時導入しようとなってい
ましたが、震災がおきた関係で導入は
しません。その代わりにその財源を国
庫に納付するということで、利便増進
の財源はどんどん減っているというの
が現在の状況ですし、割引そのものも
非常に色々なものが出てきているとい
うことです。
　上限 1,000 円が一体どういう効果が

あったのか、あるいは無料化の社会実
験はどうだったのかということです。
1,000 円の上限をみますと観光にはも
ちろん一定の効果がありましたが、非
常に激しい渋滞が生じたということ、
それから JRに非常に大きな影響を及
ぼしたということです。
　また、無料化の社会実験、これは主
に地方の末端部など渋滞が発生しない
ところを対象に行いましたが、他の交
通機関に影響があったということです。
全体としては、経済対策としては意味
がないわけではないが、交通対策とし
ては他の交通機関との関係などで課題
が残った施策であったというのが、今
の評価です。
　負担の問題を考えるときに償還の制
度を考えていくということですが、有
料道路の借金の償還期間を 30 年から
徐々に延ばしてきているということで、
今現在は平成 18 年から 45 年間、平成
62 年度まで延ばしているという仕組
みになっています。
　これから高速道路の老朽化がどのよ
うに進んでいくかです。今現在若い
20 年以内というものがかなり沢山あ
りますが、平成 62 年、当然ですが 40
年を越えるものが 80 数パーセントに
なってしまう。この維持・管理あるい
は更新というものをどうやって考えて
いくかが、今後の大きな課題になって
いくということです。
　以上のようなことを踏まえて料金の
あり方の方向性ということです。基本
的な料金は対距離制を基本としていく、
色々な複雑な仕組みではなく、利用者
にわかりやすいシンプルな体系にして
いかなければいけないということが基
本です。
　政策目的に対応した料金施策につい
ては、時間帯・曜日別・頻度別といっ
たきめ細かい設定をしていくべきでは
ないかということです。主に ITの技
術を活用した交通需要の管理策、そう

いった交通需要に対応するための道路
課金を考えていく必要があるのではな
いかということです。
　一方で、これまでのようにどんどん
めまぐるしく、料金施策が毎年変わっ
ていくということではなく、例えば５
年ぐらい継続させて、その効果を確認
しながらやっていくということが必要
ではないかということです。
　今実施している交通需要の管理を考
えていくときの一つの参考材料ですが、
並行する一般道は混雑して高速道路は
空いているということが結構あるとい
うことです。100 キロ以上の長距離を
利用するときにどのぐらい高速道路が
利用されているかですが、観光目的の
場合は半分しか利用していない、貨物
輸送の場合には４割しか高速道路を利
用していないということで、こういっ
た現状を踏まえて料金施策を考えてい
く必要があるというところです。
　交通重要管理の課金では、シンガポ
ールで非常にきめ細かい道路課金の取
り組みが行われています。郡単位で料
金が変わっていくような仕組みがあり
ますとか、全体を３ヶ月ごとにどのよ
うな料金体系にしていくかということ
を整備していくというような取り組み
がなされています。
　以上、駆け足でしたが、道路のネッ
トワークのあり方、あるいは料金の考
え方ということです。

4 事業評価のあり方の見直し

　もうひとつ、災害の関係で事業の評
価のあり方の見直しについてご紹介し
たいと思います。
　ご案内のとおり、道路の事業評価シ
ステムというのはB/Cです。便益が
費用を上回っているかどうかをチェッ
クするということで、走行時間が短縮
したか、走行経費が減ったか、交通事
故が減ったかという３つを見ていると
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いうことで、結果として、交通量とい
うものが決定的に重要な影響を及ぼし
てしまいます。従って、冒頭で申し上
げましたが、防災が非常に重要な道路、
「命の道」といわれるような地域にと
っては、交通量は普段多くはないが、
ひとたび災害が起きたときに唯一の道
路であって、守らなければいけない。
あるいは救急医療の遠い病院に行くた
めに通る唯一の道路であるとか、そう
いったものについて、きちんとB/C
では評価できないのではないかという
ことで、安全な道路交通の確保のため
の事業の評価の仕組みも検討している
ところです。
　その概要は、防災機能の評価、有効
性の評価というところです。これまで、
先ほど申し上げた便益というものを考
えたわけですが、災害時に孤立する・
迂回する地域をどれだけ解消できるか
を評価するというのが、このエッセン
スです。B/Cが必ずしも十分でなく
ても、災害が起こったときに孤立する
集落を、この道路を整備することによ
ってどれだけ減らす事ができるか、あ
るいは遠く迂回しなければならない地
域をどれだけ減らすことができるか考
えて、事業の優先順位を決めていこう
といったような取り組みをしていると
ころです。

5 おわりに

　以上のような形で、道路局全体とし
て新しい施策を考えています。
　ただいずれにしても、今回ご紹介し
た内容というのはまさに議論を続けて
いる最中で、最終の結論ということで
はありません。年内に基本的な方向性
が出せるかどうかという現状ですので、
よろしくお願いいたします。
　会員の皆様に、最新のどのような内
容を道路局がやっているかということ
で参考にしていただければと思います。
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1 はじめに

　平成19年度より、民間の道路利活用
に関するニーズの実現化に向けた新た
な自主研究組織として当機構に「新道
路利活用研究会」を設置し、問題点を
整理・分析し、ニーズの実現化を加速
させるような方策を検討してまいりま
した。既に３つの研究テーマについては、
昨年度までに報告書を取りまとめ、国
土交通省へ提言するとともに、本誌
（NO.95 号、2010 年 12 月発行）におい
てご紹介させていただきました。
　今回は「高速道路を活用した地域の
活性化部会」について、本年８月に報
告書を取りまとめ国土交通省へ提言い
たしましたので、検討内容についてご
紹介します。

2 研究成果報告の概要

（１）目的及び検討の概要

　高速道路では、高速道路の IC間隔
の平均を欧米並み（約５km）に改善
することを念頭に、平成 30 年３月 31
日までに、全国で概ね 200 箇所のスマ
ート ICを整備することを目標として
います。しかしながら、財政が逼迫し
ている今日においては、これまで整備
されてきた ICのように、国及び地方
による負担だけでは対応できないこと
も想定でき、民間事業者を含めた新た

な負担者による負担方式を検討してい
く必要があります。また、当該スマー
ト IC整備事業の実施は、地域活性化
へ大きく貢献することが期待できるこ
とから、企業誘致による地域の活性化
や観光による地域の活性化など、地域
がその活用目的を明確に位置づけ、効
果の発現を図ることが必要です。さら
には、その地域が有する特性を活かし
た、地域と高速道路の関係を構築する
ことが重要であり、地区協議会や整備
計画の中で ICの活用方策や整備効果
などを整理していくことが必要です。
　当部会においては、今後の IC整備
が合理的かつ円滑に進められるよう、
地方公共団体及び民間事業者の負担の
可能性も含めた今後の整備費用負担方
策や地域間及び高速道路との連携によ
る IC活用方策や整備効果などについ
て事例から検証し、地域の活性化方策
についての検討を行いました。

（２）高速道路を活用した地域の活性

化について

①　整備水準のあり方及び需要推計の

改善について

　約 200 箇所の追加整備目標が掲げら
れているスマートICは、請願 IC、開
発 IC及び地域活性化 ICと違い、簡易
な料金所の設置で運用が可能であるた
め、比較的低コストでの整備が可能で
す。しかしながら、当該 IC整備にあた

っては、無駄な投資を削減し、適切な
投資を行うことが重要であり、そのた
めには、利用交通量の推計を十分に行
うとともに、利用者ニーズや動向を把
握した整備水準についての検討を行っ
た上で整備計画を立てることが必要で
す。
　例えば、開発事業者によって整備費
用が負担された開発 ICについてみて
みると、平成 20 年度の出入交通量（台
／日）と計画交通量（予測年次は各々）
を整理したところ、その達成率が
200%を超える所が５箇所（A）、50%
を下回る所が５箇所（B）ありました。
（A）についてみると、計画交通量が
約 1,000 ～ 3,000 台／日となっており、
比較的少ない交通量を見込んだ計画で
あった可能性があります。しかしなが
ら、例えば、庄内空港 ICについては、
実際には 5,000 台前後の交通量があり、
計画交通量と比べると約４倍に増えて
います。また、（B）についてみてみ
ると、約 2,000 ～ 15,000 台／日の計画
交通量を見込んだ計画が立てられてい
ますが、中には、計画交通量と実際の
交通量の差が約８倍開くなど、予測と
実績の乖離が大きいものもありました
（三川 IC）。
　開発 ICにおける計画交通量から見
た出入交通量の推移を経年的にみてみ
ると、（A）については、①供用時か
ら予測と実績値の乖離が大きい IC（庄
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表１　開発 ICにおける計画交通量及び出入交通量

図１　開発 ICにおける計画交通量からみた出入交通量の推移（計画交通量を 100）
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内空港 IC＝ 410％、東部湯の丸 IC＝
310%、相良牧之原 IC＝ 262％）、②
供用時から段階的に予測と実績値の乖
離した IC（広島西風新都 IC（広島道）、
③予測年次における出入交通量が、概
ね正確に推計されている IC（新門司
IC＝ 124％）と、特徴的な推移が３
つありました。
　今後の IC整備における整備水準の
検討のためには、将来の需要推計の精
度を確かなものとすることが求められ
ています。国土交通省においても、「需
要推計の改善」の検討が行われている
ところであり、この検討が早期にとり
まとめられ、精度が高い需要予測がさ
れることを期待しますが、上記①②の
ように予測と実績値の乖離してしまう
など、将来需要を予想すること、すな
わち遠い将来について見通しを立てる
ことは、非常に難しいものでもありま
す。また、③のように、予測年次にお
ける計画交通量の推計が概ね正確にさ
れたとしても、将来に大きな変化が生
じ、予測と異なる結果となる場合もあ
ることから、このような場合には、将
来的に拡充が行われるなどの追加投資
が発生する可能性を念頭におきつつ、
利用交通量を予測し、需要推計の精度
向上を図るとともに、慎重な整備計画
を立て、無駄な公共投資の削減の実現
を図っていく必要があります。
　今後は、需要推計における予測の結
果、従来のように大量の交通を円滑に
処理できる規格の高い ICを整備する
だけでなく、交通量に応じた水準の IC
整備が必要となります。例えば、大型
車の交通が著しく低い場合などは、大
型車の通行を禁止し、小型車（普通車）
専用での整備を行うことや、より容易
にETC専用の料金所が設置できるの
であれば、緊急退出路等の既存の交通
路を活用した運用形態も考えられます。
また、一般的に利便性が高いとされる
ICはフル型ですが、十分な利用交通量

を確保することができないことが想定
される個所については、ハーフ型での
整備を行うことも検討すべき事項です。

②　新たな整備費用の負担方策につい

て

　新たな追加 IC整備をする場合、財
政が逼迫している今日においては、こ
れまで整備されてきた ICのように、
国及び地方による負担だけでは対応で
きないことも想定され、民間事業者を
含めた新たな負担者による負担方式を
検討していく必要があります。
　既に整備された ICを見てみると、
当該 ICが位置している地方公共団体
では、工業団地の造成や商業施設誘致
により、企業進出による雇用の創出な
どによる市町村税を含む地方税収額の
増収や、企業立地による固定資産税の
増収が見込まれます。また、当該 IC
近隣に立地している工業団地や商業施
設などでは特定者が直接的な便益を受
けていることが想定されます。そこで、
こうした ICについては、地方公共団
体及び民間事業者等による整備費用の
一部負担が考えられるため、経済指標
を用いて IC整備効果を分析しました。

a）地方公共団体における効果

　亀山PAスマート ICの位置する亀
山市について、平成２年を 100とした
場合の指数で地方税収入額における
IC整備効果をみてみると、亀山・関テ
クノヒルズが分譲されてから、平成２
年比で 150%を超え、その後スマート
IC社会実験が開始されてからは 200％、
また、スマート ICの本格運用後には
250%を超える推移となり、全国水準の
倍以上となっています。このことから、
工業団地の造成と一体となって追加 IC
が整備されたことで、亀山市における
地方税収入額の増加という整備効果が
あらわれています。
　また、同市における固定資産税から
IC整備効果についてみてみると、H2
から全国水準を上回る推移をしていま
すが、特に亀山・関テクノヒルズが分
譲されてから急激に増加しています。
分譲後の平成 14年に約 200%を超え、
平成 19年スマート ICが本格運用され
ると、500%を超える推移を示しました。
工業団地が造成されたことで建築物が
増え、そのため固定資産税の推移が上
昇したものと考えることができ、地方
税収入額と同様に固定資産税において

図２　亀山市における地方税収額
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も増加という整備効果があらわれてい
ます。

b）民間事業者等における効果

　亀山PAスマート ICの位置する亀
山市における製造品出荷額をみてみる
と、亀山・関テクノヒルズ工業団地の
分譲開始までは、ほぼ全国水準と同様

の推移をしてきましたが、分譲の翌年
には約 80%増であるとともに、その後
も著しい伸びを示しています。このこ
とから、工業団地近隣への IC整備は、
民間事業者の便益につながっています。
　また、遠州豊田 PA周辺土地区画整
理事業により整備された遠州豊田スマ
ート ICでは、大型商業施設である

「ららぽーと磐田」が隣接されており、
IC整備による交通量の増加が見込ま
れます。当該 ICにおける交通量の推
移を見てみると、スマート ICの本格
運用開始前後の出入交通量において、
遠州豊田 PAスマート IC～磐田 IC間
の休日交通量が約３割増となりました。
これは、ETC休日特別割引が平成 21
年３月 28 日から実施された影響もあ
りますが、平成 21 年６月のららぽー
と磐田の開業による影響を強く受け、
開業後は休日の利用が平日を上回り、
休日においては５倍、平日においても
８割増と利用交通量は全体的に増加傾
向にあります。また、時間別交通量に
ついて、ららぽーと磐田の開業前は、
朝夕の通勤時間帯における利用が多く
ありましたが、ららぽーと磐田の開業
後は、営業時間中の利用が顕著に現れ、
また、休日においてもその影響を強く
受けています。このことから、当該ス
マート IC整備が土地区画整理事業と
一体となって整備されたことにより、
交通量の増加が図られるとともに、商
業施設の集客力の向上にも貢献し、民
間事業者の便益につながっています。

c）IC整備費用の受益者負担について

　現在整備されているスマート ICに
ついて、IC本体の整備費用について
は高速道路会社、接続する道路取付け
道路や IC周辺の関連する道路の整備
等にかかる費用については地方公共団
体が負担をしています。
　経済指標を用いた IC整備効果から、
地方公共団体においては、地方税収額
及び固定資産税の増加が確認できまし
た。このことから、今後の整備費用の
負担については、IC整備によって地
方税収額の増加が見込まれる地方公共
団体が、増加した税収の一部を当該
ICの整備費用に充当することが考え
られます。また、現在、高速道路会社
による負担がされている IC本体にか

図４　亀山市における製造品出荷額

図３　亀山市における固定資産税額
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かる整備費用や IC管理運営費につい
ても、例えば、当該増収分を５年間の
期限付きなどで充当するなど、地方公
共団体による負担形態について、新た
な方策も考えられます。
　一方、IC近隣の工業団地内に立地し
ている企業や商業施設を経営している
企業においては、IC整備による受益を
享受していることが事例調査で明らか
になったことから、民間事業者が、整
備費用の一部の財政支援をするなど、
IC整備の新たな負担者になることが考
えられます。しかしながら、開発 IC制
度においては、民間事業者による整備
費用負担がなされ、償還計画に綻びが
生じた事例もあることから、慎重な検
討が必要です。民間事業者における整
備費用の負担がされる場合には、その
後の経済状況の変化等により負担の継
続が困難となる可能性もあるため、こ
のような場合には、地区協議会などを
活用しながら、交通量の増加による当
該地区への地域活性化効果や、受益を
受ける範囲及び事業者の変化に応じた
負担割合の修正など、今後の対応策を
検討していくことが望ましいと考えます。

③　協議会の活用について

　現在連結許可がされている 68 箇所
のスマート ICのうち 56 箇所におい
て、民間事業者（株式会社）の意見を
取り入れ意見交換をしている地区協議
会について調査したところ、参加率は
16%（８箇所）にとどまり、参加例が
少ないという結果となりました。
　ICを活用した地域活性化を図るこ
とや、民間活力を活用した IC整備を
行う場合には、国及び地方公共団体や、
高速道路会社の意見だけでなく、民間
事業者を含めて議論をすることが、官
民が一体となった周辺開発を行うこと
ができるとともに、より一層の IC利
活用や地域活性化の促進が期待できる
ため、重要です。

図５　遠州豊田スマート IC交通量推移（本線・出入交通量）
出典：中日本高速道路株式会社

図６　遠州豊田スマート IC交通量推移（出入時間別交通量）
出典：中日本高速道路株式会社

図７　関係者の地区協議会参加率
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　また、民間事業者が IC整備費用の
一部を負担する場合を考えると、民間
事業者が地区協議会に参加し、立地条
件や整備費用の割合、今後の運営（通
行の対象とする車両の種類、時間制限
の有無、通行可能時期など）等につい
ての議論を行う必要性があります。さ
らには、定期的・継続的な地区協議会
の開催により、運営方針などの検討を
行うことで、周辺の開発状況等に応じ
た利便性や、民間事業者による費用の
負担方策についての見直しができ、当
該 ICが地域へ貢献するとともに、地
域活性化につながります。

④　運営コストの縮減について

　整備費用についての検討の次に重要
な課題は、管理運営コストについてで
す。IC整備後は、高速道路会社による
管理運用が行われ、継続的に行ってい
かなければなりません。その削減方策
の検討をすることは、今後約 200 箇所
に及ぶ整備を行っていく中で、高速道
路会社の確実な負担減につながり、ま
た効率的な運用の実現が期待できます。
　遠州豊田 PAスマート ICでは、上
下線それぞれで誤進入者等の監視をし
ていましたが、平成 21 年７月から下
り線にて上り線を監視するという、監
視の片側集約が開始されました。また、
平成 22 年５月からは、隣接する磐田
IC（距離：約 1.8km）において、上下
線ともに遠隔による運用が開始されて
おり、全体を見渡せるWEBカメラや、
モニター付きインターホンの他にリト
ライ（再通信）ボタンを設置するなど、
円滑に利用者を誘導するための機器設
備が設置されています。今後、このよ
うな遠隔運用が、他のスマート ICで
の展開を図ることが可能となれば、大
幅な運営コストの削減に繋がり、スマ
ート ICの合理的かつ円滑な整備が進
むことが期待できます。

⑤　地域間及び高速道路との連携によ

る地域活性化について

　高速道路会社や地方公共団体では、
包括協定を提携するなど相互に連携を
図りながら地域活性化のための工夫や、
高速道路料金施策を行っています。ま
た、SA・PAでは、企業や地域生産
者などと相互にメリットのある商業施
設を運営し、高速道路利用者や観光、
雇用の創出などで地域の活性化を目指
す事例が増えてきていますが、観光に
よる地域振興を図るためには、「観光
地の魅力」が重要な要素になることか
ら、地域発のテーマにそった広域的な
観光プランの取組みの紹介も必要です。
　財団法人高速道路交流推進財団では、
「観光資源活用トータルプラン」として、
広域的に点在している観光資源を磨き
上げ、それらを結合することで、地域
の魅力を向上させ、その地域ならでは
の誇りや文化などを発信し、観光客の
増加、ひいては高速道路等の利用増に
繋がる実施可能なプランを募集してい
ます。このように、地域間で連携を図
り、観光地や周遊ルートを詳細に提案
している事業や企画の積極的な紹介は、
高速道路利用者の増加につながり、地
域の活性化に寄与します。また、これ
らの提案を最大限に活用するためには、

周遊ルートや観光地における宿泊の提
案をするなど、旅行会社との連携を図
ることも考えられます。
　部会では、高速道路・ICの活用事
例として、ICの広域的利用イメージを、
複数の ICを利用して各 ICの近傍に
ある観光地を周遊するタイプ（広域的
利用イメージＡタイプ）と、１つの
ICの周辺に点在する観光地を訪れる
タイプ（広域的利用イメージＢタイプ）
の２つのタイプに分け、その効果を検
証しました。
　ここでは、広域的利用イメージＡタ
イプ及びBタイプに該当する新鶴ス
マート IC（磐越自動車道・福島県）
についての事例を紹介します。
　高速道路交流推進財団の「観光資源
活用トータルプラン」において評価さ
れた「会津まほろば街道」観光資源活
用トータルプラン推進協議会によると、
会津若松市を中心とする会津盆地は、
毎年 1,500 万人が訪れる全国に名だた
る観光地でありながら、その多くは磐
梯山周辺や猪苗代湖、鶴ヶ城、白虎隊
で有名な飯盛山、蔵とラーメンの街喜
多方市などとなっており、寺社・仏閣
等の多いエリアが観光資源として活か
されていないといいます。協議会では、
寺社・仏閣の多いエリアを「会津まほ

表２　地区協議会に参加している民間事業者

スマート IC名 企　業　名 事　業　等

寒河江SA ㈱チェリーランドさがえ レストラン経営、物産品の販売等

小布施
㈱ア・ラ・小布施 ホテル経営、観光案内所運営等

㈱小布施ハイウェイオアシス レストラン経営、物産品の販売等

佐久平 佐久平尾山開発㈱［三セク］ レストラン及びスキー場経営等

東海
三菱原子燃料㈱ 原子燃料の開発・設計、製造、販売

日本原子力発電㈱ 原子力発電所の建設、運転操作電気の供給

君津PA ㈱マザー牧場 体験型牧場、物産品の販売等

水戸北
サテライト水戸 競輪場外車券売場

ツインリンクもてぎ サーキット場

成田 成田国際空港㈱ 空港管理等

蓮田PA※

東光電気㈱ 電力機器事業等

積水化学工業㈱ 住宅事業等

㈱エルビー 清涼飲等の製造及び販売

東京積水工業㈱ ユニット住宅の組立・製造

※PA近隣工業団地立地企業

49

レ ポ ー ト



ろぼ街道」とし、観光空間を創出し、
広域交流を推進しています。
　「会津まほろば街道」を訪れるため
には、新鶴スマート ICの利用が便利
ですが、隣接する会津若松 ICの利用
との連携が図られると、「会津まほろ
ば街道」上に点在する観光地と会津若
松 IC近傍の磐梯山周辺や猪苗代湖な
どの大型観光地とを合わせて周遊する
ことができます。このことから、広域
的利用イメージのＡタイプに該当する
といえます。また、新鶴スマート IC
及び会津若松 ICの広域的利用を図る
ことで、「会津まほろば街道」にある
観光スポットのような大型観光地の近
傍の観光資源を活かすことができ、地
域の活性化に寄与します。そして、IC
周辺に寺社・仏閣の多いエリアが存在
するため、点在している観光地を訪れ
ることができ、これは、広域的利用イ
メージのＢタイプに該当します。
　実際の整備効果をみてみると、新鶴
周辺の観光地では年間約 2.3 万人の観
光客が増加したという効果が現れてお
り、交通量においても、平成 18 年度
には 377 台／日、平成 20 年には 488
台／日であった出入交通量が、平成
21 年度には 714 台／日と増加してい
ます。また、「会津まほろば街道」に
ある観光スポットは、大型観光地を訪
れる観光客が少し足を伸ばせば行くこ
とができる距離にあり、また、新鶴ス
マート ICが整備されたことにより、
アクセス性が改善し、利便性の向上が
図られました。

⑥　地域活性化に資する今後の料金施

策について

　観光による地域活性化を検討するに
あたっては、高速道路の料金引き下
げ・各種割引も効果が期待できます。
近年の動きとして、「緊急総合対策」
と「生活対策」による料金割引、高速
道路無料化実験、交付金を利用した料

金値下げ企画割引などの施策が展開さ
れていますが、高速道路を活用した地
域の活性化の実現には、利用者にとっ
て利用しやすい料金施策が必要です。
　例えば、ETC（有料道路における
自動料金支払いシステム）を活用して
乗継管理を行うなど、利用料金を重複

徴収せずに高速道路を乗り降りできる
乗継システムなどが考えられます。さ
らに、乗継システムを応用することで、
フリーパスや乗継ぎ可能な周遊券等に
よる割引企画も可能となります。この
ような、新たな料金施策の導入は、地
域にある観光地を周遊することができ、

図９　新鶴スマート IC周辺の観光資源について

図８　ICの広域的利用イメージ

表３　出入交通量（台／日）
平成18年度 H20年度 平成 21年度

新鶴スマート IC 377 488 714

会津若松 IC 5,728 5,583 6,624

出典：高速道路便覧
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利用者の満足度を高めるとともに、地
域活性化に貢献します。
　今後、地域活性化に資する新たな割
引施策導入にあたっては、既に高速道
路会社で実施している料金割引施策を
参考とするとともに、その費用対効果
を検証しながら地域活性化へ向けた企
画を導入していくことが必要です。ま
た、この場合には、地域においても割
引施策等の効果を地域活性化への観点
から検討を行い、高速道路会社に提案
するなど、地域と高速道路会社の連携
が必要です。

3 おわりに

　今日、地域活性化を図ることは、地
域にとって大きな課題となっており、
その方策についての検討が多角的に行
われています。高速道路において進め
られる予定である約 200 箇所に及ぶス
マート IC整備は、地域が検討してい
る当該地域の活性化へ大きく貢献する
ことが期待できることから、官民だけ
でなく地域もが一体となり、これまで
以上に知恵を出し合い工夫していくこ
とが求められております。また、先般
の東日本大震災を受け、復興へ向けた
今後の高速道路の役割やその活用方策
についても、官民と地域が一体となる
ことが必要であります。

　当研究会の研究成果が、スマート
IC整備を要望する地域における整備
効果検討等の基礎資料となれば幸甚で
ありますとともに、国土交通省の協力
の下、整備に関連する関係各機関の地
域及び地域間における連携が深められ、
地域活性化効果が最大限発揮できるス
マート IC整備が合理的かつ円滑に進
められていくことを期待します。
■ 報告書本編は、下記URLよりダウ
ンロードできます。
http://www.hido.or.jp/02kenkyu/
shindouro/03.pdf

図 10　新鶴スマート ICにおける整備効果

出典：国土交通省
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　平成 23 年 12 月 1 日に開催された第
68 回理事会についてご報告します。
　理事長の選任（案）について審議し
た結果、杉山理事が理事長に選任され
ました。
　当機構の理事長は、鈴木道雄前理事
長が平成 20 年 3 月に辞任後欠員と

なっておりました。その間、寄付行為
の規定により田中専務理事が理事長職
務の代行をしておりましたが、このた
び、新理事長が選任されたところであ
ります。
　引き続き、道路新産業開発機構を宜
しくお願い申し上げます。

第68回理事会の開催概要
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